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ＳＴＥＰ3 評価をいつ実施するのか決める （設計）

⑥ 評価時期・評価対象期間
どのような方法でどのような項目・基準に基づいて評価するのか決めたら、「いつ評価するのか（いつからい

つまでの被評価者の働きぶりを評価するのか）」を決めましょう。

設計のポイント

・�評価時期・評価対象期間は、「パートタイム労働者に期待する役割」や「評価
方法」、「評価結果の処遇等への反映方法」を考慮して決めましょう。

・�有期雇用のパートタイム労働者を対象として評価する場合には、契約期間を
考慮して決定しましょう。

【留意点】

全てのパートタイム労働者について、一律に同じ評価時期・評価対象期間にする必要はありません。自社で

設定しているパートタイム労働者に期待する役割や評価方法等に応じて決定しましょう。

評価対象期間以前のことは全く考慮しないのか？

人事担当者は、評価者が被評価者の「評価対象期間内」の働きぶりについ
て評価するように促す必要があります。というのも、評価対象期間以前のこ
とを振り返って「以前（の被評価者）は、こうだったから・・・」と考えてしまうと、
被評価者の現状（能力、働きぶり）を正しく評価できなくなってしまうからです。
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ＳＴＥＰ4 実際に人事評価を実施する（実施）

ＳＴＥＰ１～ＳＴＥＰ３では、人事評価の制度設計について説明してきました。評価制度を設計したら、実際

に人事評価を行う「Ｃ．実施段階」へ移行します。

ＳＴＥＰ４では評価対象期間（以下、評価期間）中に行うべき面談について説明します。

⑦ 面談
ここでは、評価期間中に、評価者と被評価者の面談を２回程度設ける場合について、紹介します。

設計のポイント

・�面談では、被評価者が評価の目的や結果について納得するように話し合いま
しょう。

・�評価結果に関する面談では、被評価者の働きぶりのフィードバックを行い、
次期の達成目標（能力開発目標）を話し合いましょう。

・�評価期間の長さに応じて、面談の回数を設定します。評価期間が３～６か月
の場合は、２回程度、１年間の場合は３回程度設定するとよいでしょう。

【留意点】

評価期間が１年間で、面談を３回程度設ける場合は、後述する「１回目の面談」と「２回目の面談」の間に、進

捗状況を確認し、必要に応じて達成目標（能力開発目標）を変更するための面談を設けるとよいでしょう。

 １回目の面談
１回目の面談は被評価者と評価者で、その期にどのような目標を設定し、どのような方法でそれを達成する

のかを話し合います。被評価者が目標を達成しようとしながら業務を行なうことは、人材育成につながります。

設計のポイント

・�パートタイム労働者に期待する役割を踏まえて、具体的な目標を立てましょう。
特に成績評価を行う場合は、具体的な数値目標を立てるようにしましょう。

・�各パートタイム労働者の能力に応じた適正なレベル（努力すれば達成できる
ような少し高めのレベル）の目標を立てることも重要です。

・�目標達成のスケジュールと、達成のための具体的な方法を明らかにして実践
に向けて話し合いましょう。
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各スタッフ社員（パートタイム労働者）は年初面談の前に所属組織の目標に沿って、「成
果」について三～五つ程度目標を立てる。
面談では、「成果」に係る目標が定量的で達成度が明確になるように上司と相談し、目
標を決定する。「成果」に係る目標の具体例としては、「代理店監査コントローラーとして、
担当する代理店●店の監査をスムースに進めるため、年間スケジュールに基づき、準備・
進捗・完了まで確実に実施する。」といった内容になる。
各自が立てた個人目標はイントラネット上で公表されるため、同僚がどのような目標
を立てているのか互いに把握することができる。また、イントラネット上には前年度以前
の各社員の個人目標が掲示されているため、スタッフ社員は目標を設定するときに前年
度の先輩社員の目標内容を参考にすることができる。加えて、指導担当者 は、各スタッフ
社員の個人目標に目を通し、その内容を日常業務のOJTに活かすようにしている。

達成度が明確になるよう、定量的な目標を設定

三井住友海上火災保険株式会社
東京都、損害保険業、従業員数19,513名、うちパートタイム労働者3,803名

具体的にどのように目標設定を進めていけばよいのかわからない！

目標は１回目の面談の前に被評価者自身に立てさせる例が多くみられま
す。自分で目標を考えることで、被評価者の仕事への自主性を引き出すねら
いがあります。
例えば、ある入社後間もない被評価者が「基本的な調理ができるようにな

る」といった目標を立てるとします。評価者との１回目の面談では、この目標を
達成するために「いつまでに、どのような方法」で達成するのかを考えます。例
えば、「半年以内に基礎的な10商品の調理マニュアルの内容を覚え、そのう
ちの３商品は１品５分以内でお客様に提供できるようにする」といった具体的
な目標を立てていきます。目標は抽象的な表現ではなく、客観的に評価でき
る記述になっていることが重要です。
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 ２回目の面談
２回目の面談では目標の達成度合いを評価しフィードバックするとともに、その期の評価結果を確定させま

す。フィードバックには、「被評価者の行動を変え、次のステップ（育成）につなげる」役割があります。これを

踏まえ、フィードバックでは、「なぜその評価結果になったのか」と「何をすれば次のステップにいけるのか」に

ついて具体的なアドバイスをしましょう。

フィードバックの方法としては、まず被評価者の自己評価を聞き、評価者からは被評価者の能力や働きぶり

について具体的な行動例を示しながら「よかった点」を伝えましょう。このことで、面談が評価者による評価結

果の一方的な押しつけにならず、被評価者はフィードバックを受け入れやすくなります。その後、「なぜこの評

価結果になったのか」「次のステップに向けてもう少し努力したほうがよい点」を伝えるとともに、「何をどうす

れば改善できるか」について、具体的にどのような行動をとるべきかを共に考えるようにしましょう。被評価者

は次のステップに進むためにとるべき行動に留意しながら、仕事を行うことが可能になります。フィードバック

の内容を踏まえて、次期の達成目標（能力開発目標）についても話し合いましょう。

なお、フィードバックの際には具体的な業務中の実績や態度に言及すると説得力が増します。日常業務を行っ

ているときに被評価者の働きぶりについて客観的な記録を残すのも方法の一つです。

【留意点】

フィードバックにおいて被評価者による「自己評価の共有」を行う場合には、評価者が被評価者の自己評価結

果に強く影響されすぎた最終評価結果をつけないよう留意が必要です。

被評価者の自己評価が高すぎたり低すぎたりする場合、評価者は被評価者に対して、評価者から見た被評価

者の様子について説明し、評価結果に対して被評価者の納得を得るようにしましょう。

ファミリー社員（パートタイム労働者）の評価者となる、部門チーフ（※）の昇任時研修
（「新任チーフ研修」）において、各ファミリー社員の日常業務の内容（具体的な発言や行
動を含む）について、都度「出来事記録」を書き留めるように指示している。各部門には
最大20名程度のファミリー社員がいるので、毎日各個人の記録をとることは難しいが、
部門チーフは可能な限りファミリー社員の様子を観察するように心がけている。そして、
特筆すべき出来事があった場合には、必ず日時を付して記録をとるように指導している。
これをすることで、評価期間中の各ファミリー社員が具体的にどのような働きぶりであっ
たかを明確にすることができる。「出来事記録」は人事評価の際に参考とするだけでなく、
面談時に振り返りを行う際にも活用している。
　※：部門チーフは正社員が担う。

「出来事記録」を評価や面談に活用

株式会社関西スーパーマーケット
兵庫県、小売業、従業員数約5,900名、うちパートタイム労働者約4,700名
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特にパートタイム労働者は労働時間に制約があることも多いので、業務に際して日常的に対話し、評価者と

被評価者が信頼関係を構築していくことが望ましいです。

年度末面談では、年初面談で立てた目標の達成度を確認する。面談の前に、スタッフ社
員（パートタイム労働者）自身が各目標の達成度を「１」～「５」の５段階で自己評価する。
面談では、上司から「なぜその自己評価なのか」についてヒアリングを行うとともに、上
司からの評価をフィードバックし、スタッフ社員の納得を得た上で「１」～「５」の５段
階で各項目の評価結果を確定させる。なお、フィードバックではスタッフ社員が仕事への
意欲を高められるよう、目標達成までのプロセス等において「よかった点」「改善すべき点」
について特に言及しながら評価を行うように配慮している。

仕事への動機付けを図るため、
面談では「よかった点」「改善すべき点」に言及 

三井住友海上火災保険株式会社
東京都、損害保険業、従業員数19,513名、うちパートタイム労働者3,803名

クルー（パートタイム労働者）の定着率を向上させるためには「評価を行うことにより
成果を認め、面接によりさらなる期待を伝える」ことが不可欠だと考えているが、店舗の
繁忙や在籍クルー数等によっては「『全員』を『面接しながら』『評価』し続ける」ことは必
ずしも容易ではない。
そのため、評価と面接を切り離し、店長の評価とクルーの自己評価を双方記載する評価
表を用いて、「評価を全員に確実に実施する」「伝えるべき事項等はコメント欄に記入す
る」、その上で「必要であると判断した場合には面接も行う」という運用にしている。
これは、店長とクルーは日頃から業務を進めながら十分なコミュニケーションをとり、
改善すべき点があれば随時フォローする等、店長とクルーとの間に十分な信頼関係が構
築されていることから可能になる運用である。
現在までのところ、店長の評価結果とクルーの自己評価結果の内容が大幅に異なり、運
用を変更する以前より面接時間が増加してしまうなどの問題は発生していない。

全クルーに確実に評価を実施するため、評価と面接を切り離して運用

株式会社すかいらーく
東京都、飲食サービス業、従業員数約87,400名、うちパートタイム労働者約83,000名
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働きぶりが評価されることに抵抗のある従業員が、納得して評価に応じる
ためにはどうすればよいか？

面談で人事評価の目的等について根気よく説明しましょう。面談はそのため
の機会でもあります。
被評価者の事情やキャリア志向も考慮しながら、正社員転換等のキャリア

アップを意識して話し合いを行うことが望ましいでしょう。
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ＳＴＥＰ5 評価結果を何に、どのように反映させるのか決める （設計）

評価を実施した後は、その結果を「育成」や「処遇」に反映させましょう。

⑧ 育成への反映
教育訓練には、OJT（On�the�Job�Training4）、Off�-JT（Off��the�Job�Training5）、自己啓発 6があります。

人事評価を人材育成につなげるためには、パートタイム労働者にこれらをいつどのように実施するかを決め、

評価結果をパートタイム労働者の育成計画へ反映させることが重要です。

設計のポイント
評価結果をパートタイム労働者の育成へ反映させましょう。評価結果に応じ
て、次期に行うOJT・Off�-JTの内容を調整したり、自己啓発について適宜助言
したりする機会を設けることが重要です。

例えば、前述の「④ 評価項目」では、パートタイム労働者が能力向上を図る際に、目標としやすい具体的な項

目であることが重要だと記載しました。この「評価項目」を能力向上目標の一つに据えてOJTに取り組むこと

も可能です。

また、評価者が「⑦ 面談」を通じて、今後、より能力を向上していくために、どのように業務に取り組めばよ

いのかといったことや、さらなる学習が必要な分野等をフィードバックすれば、被評価者自身が日常の業務で

それに留意しながら仕事を行ったり自己啓発を行ったりすることにつなげられるようになります。

※4�OJTとは、上司や先輩の指導のもとに職場で働きながら行われる訓練のことを指します。
※5�Off�-JTとは、職場を離れて行う訓練のことを指し、教室などで行われる座学の集合研修がその例です。
※6��自己啓発とは、労働者が自らの中長期的なキャリア形成を意識し、自らセミナーに参加したり、通信教育を受けるなどしながら、能力を習得する取組

です。

具体的にどのような評価項目に対して、どのようなOJTを実施すればよい
かわからない！

「評価項目」が日常業務に関連する具体的な内容になっていれば、その項
目の内容を独力で達成できるように能力開発を行います。
例えば、「商品の盛付けを適切にできる」という項目であれば、商品の盛付

けに必要な手順・内容（素材の切り方、配置方法等）を洗い出し、やり方のわか
らないもの・不得意なものについて、一つひとつできるようになるまで指導
するという方法があるでしょう。
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パート社員（パートタイム労働者）のキャリアアッププランは、４月に作成する。具体
的には、前年度３月の人事評価のフィードバック面談の内容や自身の業務内容に対する
希望等を踏まえ、パート社員自身がキャリアアッププランシートに能力開発目標を記入
する。このときの目標は評価項目に沿って、それがどの程度できるようになるかまで記入
する（例：「資材の棚卸し」を「人に教えられるようになる」等）。その後、正社員であるリー
ダーとパート社員が面談にて摺合せをしながら目標を確定する。目標の個数は４～５個
程度としている。
９月にはリーダーとパート社員が中間面談を行い、「目標をどの程度達成しているか」

「ここはもう少し努力した方がよいのではないか」等を話し合いながら進捗を確認する。
必要に応じて、目標を変更することもある。
その後、３月にリーダーとパート社員が、年間を通じた目標の達成度を確認するための
最終面談を行う。

評価項目に沿ってキャリアアップ目標を設定

万協製薬株式会社
三重県、医薬品製造業、従業員数144名、うちパートタイム労働者12名

年２回の人事評価では、「店舗基本原則の向上に係るチェックシート」と「従業員満足
の向上に係るチェックシート」、「販売業務用チェックシート」の３種類のシートを活用し
ている。シートごとに設けている評価項目（例えば「販売業務用チェックシート」は53
項目）について、店長と本人が相談しながら、達成度を「１～５」の５段階で評価する。さ
らに、それぞれの項目について、次回評価時に「１～５」のどの評価を得られるようにす
るかを話し合うことになっている。
このように、評価項目の達成度に基づいて次回の目標を設定することで、パートスタッ
フは自分にどこが足りないのか、を意識しながら日々の業務を遂行することができる。

評価項目の達成度に基づいて次回の目標を設定

株式会社ダブリュ・アイ・システム
東京都、コンタクトレンズ販売事業等、従業員数約900名、うちパートタイム労働者約400名
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⑨ 処遇への反映
人事評価結果を「昇給、昇格（等級制度がある企業の場合）、正社員への転換等）」に反映させることでパート

タイム労働者の仕事への意欲を高めることができるでしょう。これに加えて、企業にとっては、各人材の強みを

活かすことのできる職場に配置することも可能になります。ここでは処遇として、「賃金」「等級（ランク）」「正

社員への転換」について紹介していきます。

ａ 昇給

人事評価結果を賃金に反映させるにあたっては、例えば、「人事評価の結果が総合評価９０点以上であれば、

時給あたり１０円昇給」「８０点以上であれば、時給あたり５円昇給」というように昇給基準を設定することが考

えられます。

株式会社ハイデイ日高
埼玉県、飲食サービス業、従業員数9,225名、うちパートタイム労働者8,400名

評価結果は、評価月の翌月（３月、６月、９月、12月）からの昇格・昇給に反映している。
なお、フレンド社員（パートタイム労働者）の募集時給は店舗ごとに個別決定（※）してい
るが、ランク間の昇給幅には全社統一のルールがあり、それは「店舗フレンド社員資格制
度規程」に明記し周知している。
　※：地域によって労働市場の状況が異なるため、フレンド社員の募集時給は店舗ごとに決定する。

給与（例）

評価結果は評価月の翌月から昇給に反映
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ｂ 昇格（等級制度がある企業の場合）

等級制度がある企業の場合、人事評価結果を等級に反映させることが重要です。被評価者が人事評価の結果

で一定の基準を満たしたときには上位等級へランクアップさせましょう。

なお、等級制度と賃金はセットで考えられ、等級が上がれば賃金も上がるのが一般的です。評価結果を賃金

に反映する場合、最初の１等級目の給与、つまりパートタイム労働者を採用する際の初任給を決めてから、それ

ぞれの等級に応じた基本給を設定していきます。

昇格と昇給（例）
金額（円）

等級

９５０円

９６０円

９８０円

１０００円

１等級 ２等級 ３等級 ４等級

昇格 

昇給 

設計のポイント
パートタイム労働者が仕事への意欲を高めやすくなるように、昇給基準や昇格基準
は小さな目標を少しずつ達成していくことができるように設定するとよいでしょう。

等級制度をどうやって構築したらよいかわからない！

等級制度とは、パートタイム労働者の能力や仕事内容の違いを「等級」と
して位置づけて序列をつけるものです。等級制度には「この等級であればど
の仕事がどのくらいできるのか（人基準）」を示す「職能等級制度」と、「この
等級の仕事の責任・役割はどのくらいか（仕事基準）」を示す「職務等級制度」
があります。
等級制度を作る際には、各等級の「基準（能力あるいは仕事）」を設けてお

くことが必要です。そのためには現場の従業員に仕事内容等を聴取するこ
とも有効でしょう。
等級数はパートタイム労働者に期待する役割によっても異なりますが、標
準的には２～４段階の等級制度を設けている企業が多いです。
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昇給・昇格基準を細かく設定するのは大変である！

例えば、１段階昇格すると時給あたり100円昇給するという場合でも、
１段階あたりの昇格基準が厳しすぎると、それをクリアする意欲が低下して
しまう場合があります。昇給幅は小さくとも号俸を多く設定してモチベー
ションアップにつなげることができる場合もあります。以下の企業事例も参
考にしてみてください。なお、昇給幅の設定は企業の状況等に応じて柔軟に
行うようにしましょう。

株式会社日豊ケアサービス
大分県、医療・福祉、従業員数約110名、うちパートタイム労働者17名

パート社員（パートタイム労働者）の１か月あたりの賃金は職能給と役職手当 、資格手
当、通勤手当等の各種手当によって構成されており、年１回の評価結果は、翌年度（４月）
からの職能給の昇給に反映している。
具体的には、職能給表に１等級中50号俸が定められており、１号俸につき、５円幅あ
るいは10円幅で昇給する。評価ランクに応じた昇号・降号基準が定められており、同一
職能資格等級（初任職員、中級職員、アドバンス職員等）内で昇号・降号する。
人事評価結果が昇給に反映されることで、仕事に対するモチベーションが向上し、一つ
ひとつの業務に対して責任感を持って取り組むようになっている。

訪問介護職の職能給表（イメージ）
研修職員

ﾓﾃﾞﾙ年数
昇給率 一律

同行研修 生活介護
1,000

1,005

1,010

1,015

1,020

1,025

1,030

1,035

1,040

1,045

1,200

1,210

1,220

1,230

1,240

1,250

1,260

1,270

1,280

1,290

1,010

1,015

1,020

1,025

1,030

1,035

1,040

1,045

1,050

1,055

1,220

1,230

1,240

1,250

1,260

1,270

1,280

1,290

1,300

1,310

1,025

1,030

1,035

1,040

1,045

1,050

1,055

1,060

1,065

1,070

1,250

1,260

1,270

1,280

1,290

1,300

1,310

1,320

1,330

1,340

1,040

1,045

1,050

1,055

1,060

1,065

1,070

1,075

1,080

1,085

1,280

1,290

1,300

1,310

1,320

1,330

1,340

1,350

1,360

1,370

身体介護 生活介護 身体介護生活介護 身体介護 生活介護 身体介護
303

５円
１等級 ２等級 ３等級 ４等級

１０円 ５円 １０円 ５円 １０円 ５円 １０円
号棒

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

初任職員 中級職員
２年 ５年 ３年

アドバンス職員 主任

昇号・降号基準

評価ランク

Ｓ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

評価

優れている

やや優れている

普通

やや劣る

劣る

昇号または降号

２号 昇号

１号 昇号

現状維持

１号 降号

２号 降号

１等級当たり 50 号俸を設定
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ｃ 正社員への転換

正社員転換の要件として「人事評価結果で一定の評価を得ている」ことを加えることも考えられます。また、

等級制度がある場合、一定の等級以上に昇格したパートタイム労働者を正社員転換させる制度を整備すること

もできるでしょう。また、正社員と一貫した等級制度等を運用していると、円滑に正社員転換を進めることが可

能です。

企業にとっては、パートタイム労働者が正社員に転換することで、会社の実務や事情等に精通する従業員の

能力を活用することができ、人材の定着や長期的な視点に立った人材育成が可能になるといったメリットがあ

ります。なお、パートタイム労働法では、正社員転換を推進する措置を講じることが事業主に義務付けられてお

り、方法には次の（１）～（４）があります。このなかからいずれかあるいは複数の方法を用いて、パートタイム

労働者の正社員転換の機会を確保していく必要があります。正社員転換に関する具体的な支援方法は「パート

タイム労働者キャリアアップ支援マニュアル～教育訓練・正社員転換編～ 7」で説明していますので、そちらも

参考にしてください。

【法定事項】

事業主は、通常の労働者への転換（正社員転換）を推進するため、その雇用するすべてのパー
トタイム労働者について、次のいずれかの措置を講じなければならない。
　(1)��通常の労働者を募集する場合、その募集内容を既に雇っているパートタイム労働者に

周知する
　(2)��通常の労働者のポストを社内公募する場合、既に雇っているパートタイム労働者にも

応募する機会を与える
　(3)��パートタイム労働者が通常の労働者へ転換（正社員転換）するための試験制度を設ける
　(4)��その他通常の労働者への転換（正社員転換）を推進するための措置を講ずる

義務

家庭事情等でフルタイム勤務が困難だが正社員として能力発揮していくことが期待されるパートタイム労働

者がいれば、「短時間正社員制度」といった多様な正社員制度を導入し、正社員転換を促進していくとよいでしょ

う。詳しくは、短時間正社員制度導入支援マニュアル等をご覧ください 8。

※7��厚生労働省『パートタイム労働者キャリアアップ支援マニュアル～教育訓練・正社員転換編～』�
（https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/koujirei-bank/wp-content/uploads/2017/03/h28_manual_kyouiku.pdf）

※8��厚生労働省「パート労働ポータルサイト内『短時間正社員制度導入支援ナビ』（https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/navi/）」に掲載。
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株式会社千葉興業銀行
千葉県、金融業、従業員数2,257名、うちパートタイム労働者851名

「レギュラースタッフからリーダースタッフ」「レギュラースタッフ・リーダースタッ
フからアソシエイト行員」「リーダースタッフ・アソシエイト行員から行員」（※）への転
換制度を導入しており、人事評価である総合評価の結果は、雇用区分転換の条件の一つと
している（下図参照）。
具体的な転換条件は下図の通りであり、ここにある「人事評価の結果」とはいずれも「総
合評価結果がＡ以上（Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの５段階評価）」であることを指す。転換条件
を満たすスタッフには、支店長や人事部から個別に転換を推奨している。
　※：�レギュラースタッフ、リーダースタッフはいずれも有期雇用区分のパートタイム労働者（後者は前者の上

位職）、アソシエイト行員、行員はいずれも無期雇用区分（前者は職務及び勤務地限定行員）である。

雇用区分転換の条件

1

【転換後のキャリアアップ】
・将来の管理職登用を想定。

・行員転換後の昇進上限なし。

・転換を果たした者のほぼ全員が

既に課長・課長代理に昇進済。

【行員】

（１）人事評価の結果。
（２）リーダースタッフ・アソシエイト行員

として経験が１年以上。
（３）支店長の推薦。
（４）５つの資格（証券外務員資格等）を

保有していること。
（５）人事部との面接に合格。

【転換後のキャリアアップ】
・転換後は初任役席である課長代理

まで昇進。（それ以上の昇進なし）

・次なるステップである行員転換を

目指してもらう制度設計。

【アソシエイト行員】

（１）人事評価の結果。
（２）レギュラースタッフ経験が３年以上。
（３）支店長の推薦。
（４）業務習得レベルが一定水準以上。
（５）人事部との面接に合格。

【リーダースタッフ】

（１）人事評価の結果。
（２）テラー業務、後方業務の２業務

以上をマスター。
（３）業務習得レベルが一定水準以上。

【転換後のキャリアアップ】
・リーダースタッフはレギュラースタッ
フより業務範囲や責任の範囲が広
く、業務指導も実施。

・次なるステップであるアソシエイト

行員や行員への転換を目指して

もらう制度設計。

人事評価結果等と面接に合格すれば、アソシエイト行員や行員へ転換可能
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2．人事評価制度を円滑に運用するための取組
人事評価制度を設計・実施しても、パートタイム労働者が制度に対して不公平感や不満を抱いてしまっては、仕事

へのモチベーションも低下しかねません。そこで、ここでは、パートタイム労働者の納得感を得ながら評価を実施す

るための「評価を円滑に運用するための取組」について紹介します。

♳ 評価内容の公開
まず、「ＳＴＥＰ２（13頁）」において、明確に評価方法（分野）、評価項目、評価基準を作成することが重要だ

と説明しました。評価の内容（「誰が、いつ、何を、どのように評価するのか」）が明確に定められていても、被評

価者がその内容を知ることができなければ能力向上に役立てることも、人事評価に対して納得感を得ることも

できないでしょう。そこで、評価項目・評価基準や結果等を公開する必要があります。

♴ 評価マニュアルの整備・評価者研修等の実施
明確な評価制度を設計し、その内容を被評価者に公開していたとしても、評価者が主観に左右されれば、評価

方法が同一であっても評価結果は異なってしまいます。そこで、評価者間の評価のばらつきを抑制し、評価者が

十分な評価能力を持つように、「評価マニュアル」を整備すること、及び「評価者研修等」を行う必要があります。

評価マニュアルには、評価者によって評価結果が変わる（甘くなったり、厳しくなったりする）ことを防ぐた

めに、人事評価を実施する目的や意義、評価者の役割、誰が、いつ、何を、どのように評価するのか、また、その

結果を何に活用するのかを具体的に記載しておきましょう。さらに、評価項目や評価基準についても、わかりや

すく説明しておく必要があります。

被評価者に制度を説明する方法は？

例えば、パートタイム労働者の入職時にオリエンテーション等で評価制度
について説明するとよいでしょう。
また、被評価者が評価内容を自由に閲覧できるようにマニュアルをオフィ
スに整備したり、社内イントラネット上に用意したりすることが考えられます。
なお、人事評価の内容に関する問合せがあった場合には、それに対応する

ことも重要です。
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評価者研修等では、評価制度を適正に運用できるように評価者が「人事評価の目的・意義」「評価者の役割」「評

価内容に関する知識・実施に必要な技術」を持つように研修を行いましょう。なお、評価者研修として改めて研

修の時間を設けなくても、管理職への昇任時研修や普段の会議の時間を利用して研修を実施することもできる

でしょう。評価者研修等では、評価に関する知識や技術を伝えるだけではなく、評価者が労働者の評価に際して

不安に思っていること等を適宜把握するようにし、それを解決するようにアドバイスをすることも有効です。

評価基準をそろえるためには何をすべきかわからない！

評価マニュアル等で、評価者が評価を行う際に留意すべき事項を具体的
に記載するとよいでしょう。

トラスコ中山株式会社
東京都、卸売業、従業員数2,563名、うちパートタイム労働者1,049名

同社の人事評価制度である、従業員同士で評価を行い合う「OJS（Open Judge 
System）」は、評価の客観性や従業員の自発的なスキル開発に資すると考えられるもの
の、全員の人事評価に関する考え方を統一することに苦心した。
そこで、現在ではOJSの目的や評価方法等を記載したマニュアルを正社員、パートタ
イマー（パートタイム労働者）を問わず全員が閲覧できるようにし、熟読の上で評価に臨
むように徹底している。マニュアルでは正社員やパートタイマーの等級ごとの「評価の着
眼点」を示しており、評価にあたっては「自分自身との比較ではなく、等級ごとの『評価
の着眼点』を勘案して」得点をつけるように促している。これに加えて、評価時期（７月、
１月）になると、朝礼・昼礼等を利用して、事業所長からOJSの方法についてマニュア
ルを用いて説明を行うようにしている。

等級ごとの評価の着眼点を示して、評価者の主観を可能な限り排除
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店長がスタッフ（パートタイム労働者）を適切に評価できるよう、店長昇格者に「評価
者研修」を実施し、人事評価制度について説明している。さらにこの研修は、座学のみな
らず、実際の評価シートを使ったロールプレイングや事例研究を行う等、より現場での実
践を意識した内容としている。
人事評価を実施する際に疑問が生じた場合は、人事部に直接問い合わせるよう指示し
ており、店長が自分が評価するスタッフ数を人事部に報告する際に人事評価について質
問を受けることもある。

店長昇格者への研修で人事評価のポイントを説明するとともに、
随時質問を受け付ける

株式会社良品計画
東京都、製造小売業、従業員数約11,400名、うちパートタイム労働者約9,400名

評価者研修を行うためのノウハウがない！

社内に評価者研修を行うためのノウハウがない場合には、業界団体等が
開催する社外の評価者向けの研修を有効活用することもできます。

株式会社日豊ケアサービス
大分県、医療・福祉、従業員数約110名、うちパートタイム労働者17名

人事評価制度の運用を開始した際、導入について社内から反対の声が上がっていた。反
対者にその理由を聴取すると、「自分の働きぶりに点数をつけられて評価されること」に
大きな抵抗感を持っていた。そこで、まずは「目標達成度評価」を導入して、施設長・主
任とパート社員（パートタイム労働者）との面談の機会を設けた。同時に、施設長や主任
がパート社員と適切な面談を行えるよう、社外の「評価者研修」を活用し、施設長と主任
全員にこれらの研修を受講してもらった。これに加えて、施設長には介護職員のキャリア
形成に関連する外部研修をも受講してもらった。
これらの研修で、評価者である施設長らは、社員の働きぶりをほめることの重要性につ
いて学んできた。この取組が効果を発揮し、「目標達成度評価」に係る面談では、パート社
員から「自分の働きぶりが認められた」との声があがった。面談を実施したおかげで、パー
ト社員たちは自発的に「今年度は○○ができたから、次年度は△△に挑戦してみたい」と
考えて仕事に取り組むようになったと感じている。「目標達成度評価」を導入後に現行の
評価シートを活用しはじめたので、比較的円滑に「評価シートによる評価」を導入するこ
とができたと考えている。

外部の評価者研修を活用し、人事評価制度の導入に成功
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3 苦情処理、相談体制の整備
被評価者に評価内容を公開したり、評価者研修を行っても、被評価者が評価の結果に不満を持ったり納得感

が得られないこともあります。そういった場合に備えて、被評価者からの苦情や相談に対応できる体制を整備

しておく必要があります 9。相談を受けたら、必要に応じて評価者に相談内容を伝達したり、人事評価制度の改

善を実施する等の対応を取ることができます。

また、被評価者から苦情や相談がなくても、人事評価が企業にとって有益なものになっているかを確認する

ことも大切です。そのためには、評価制度の検証を行うために評価者や被評価者から評価に関して意見を聴取

するとよいでしょう。その結果を利用して評価制度の改善につなげていくこともできます。

※9 �事業主は、パートタイム労働者の雇用管理の改善等に関する事項に関し、パートタイム労働者からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制
を整備することが義務づけられています（パートタイム労働法第16条）。パートタイム労働者から評価結果について相談があった場合は、なぜそうし
た評価結果となったのか、丁寧な説明を行わなければなりません。

Column  職務分析・職務評価とは？
職務分析・職務評価は、パートタイム労働者の職務内容を正確に把握した上で、パートタイム労
働者と正社員との間の均等・均衡待遇の状況を確認し、パートタイム労働者の人事・賃金制度を
見直す上で有効な手法です。
正社員とパートタイム労働者の職務の大きさの相違を客観的に評価し、それに基づく処遇を行
うことにより、 パートタイム労働者の働き・貢献に見合った公正な処遇やパートタイム労働者の
処遇に対する納得性の向上、優秀なパートタイム労働者の確保・定着 が期待できます。
職務評価の手法を大別すると、単純比較法、分類法、要素比較法、要素別点数法の４種類が挙げ
られますが、職務の大きさを定量的に把握でき、結果を様々なことに応用できる「要素別点数法」
の手法について、詳しくは厚生労働省ホームページを参考にしてください。
（URL: https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/estimation/）
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第2章

第１章で紹介したような人事評価制度を導入して、パートタイム労働者のキャリアアップを支援してきた企

業があります。その結果、各企業ではパートタイム労働者のモチベーションが向上したり定着率が伸びたり等、

様々なメリットがあったという声も聞かれました。

本章ではそのような企業の事例を４社紹介しています。参考にしてみてください。

パートタイム労働者の
キャリアアップに取り組む企業事例の紹介

株式会社関西スーパーマーケット事例
１

株式会社千葉興業銀行事例
２

トラスコ中山株式会社事例
３

株式会社良品計画事例
４
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１．企業概要
1959年に創業した同社は、肉・魚・野菜の生鮮３品と惣菜を主として取り扱うスーパーマーケットで
ある。兵庫県伊丹市に本社を構え、現在は兵庫県・大阪府・奈良県に65店舗を展開している。同社ではお
客様に喜ばれる「お客様目線の店づくり」とともに、「従業員目線の職場づくり」に取り組み、従業員の能力
開発を図る各種制度を整備している。

２．パートタイム労働者の活用状況
同社におけるパートタイム労働者は、「ファミリー社員」と「アルバイト」と呼ばれる有期雇用労働者であ
る。パートタイム労働者のうち、基幹的業務を担うのが、主婦層が半数以上を占める「ファミリー社員」であ
る。一方、「アルバイト」は、学生と定年後の再雇用者及び60歳以上の者が中心で、補助的な業務を担う。
ファミリー社員の勤務時間は、店舗の状況と本人の希望に応じて個別に決定しており、最短１日2.5 時間
の勤務から認めているが、「１日６時間×週５日」で勤務する者が多い。アルバイトの勤務時間は、ファミリー
社員よりも短い場合がほとんどである。平均的な従業員規模の店舗では、正社員の店長・副店長と、「レジ」、
「海産物」、「精肉」、「青果」、「日配」、「惣菜・寿司」、「グロサリー」の７部門にそれぞれ正社員が１～３名とパー
トタイム労働者が配置されている。各部門の責任者である「部門チーフ」は正社員が担う。
ファミリー社員を対象とした資格等級制度を2012年に導入した。等級は「ファミリー社員１級」～「ファ
ミリー社員３級」の３等級に分かれており、等級ごとに役割や働き方の基準が設けられており、ファミリー
社員３級は正社員転換試験を受験する要件にもなっている。

株式会社関西スーパーマーケット事例１

事例の
ポイント
事例の事例の事例の事例の
ポイント
事例の
ポイント
事例の
ポイントポイントポイントポイントポイント
事例の
ポイント

● 等級に応じて各考課要素の重視度を変え、パートタイム労働者に期待する
役割に応じた評価を実践
● 評価結果を定期昇給と賞与に反映
● 評価者による「出来事記録」を人事評価や面談で活用し、評価の納得性を
高める

本社所在地 兵庫県 事業内容 小売業

従業員数 約5,900名
男性 1,950名 うち、

パートタイム
労働者数

約4,700名
男性 1,000名

女性 3,950名 女性 3,700名
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資格等級における役割基準

資格等級 資格等級における役割や働き方の基準 人数（名）

ファミリー社員３級 ・�最上位等級（正社員への転換が可能）
・�パートリーダーへ任用された者の位置付け
・�１日あたりの契約時間が６時間以上のパートタイム労働者であり、部門
作業の核となる者
・�稼動時間についての変形勤務や店舗異動も可能な者

約１７０名

ファミリー社員２級 ・�業務に熟練した部門作業の主たる従事者
・�習熟と評価によって昇給及び上位への昇級が可能（ただし、昇級には勤
務時間が６時間以上の契約者であることが条件）

約１,５５０名

ファミリー社員１級 ・�部門作業に従事する育成途中のパートタイム労働者
・�習熟と評価によって昇給及び上位へ昇級 約７５０名

※店舗異動については、近隣店舗間の異動を想定しているが、ファミリー社員に異動の発令を出したことはない。

３．人事評価制度の具体的内容
※以降は、「ファミリー社員」の人事評価制度について説明。

＜早期離職防止を目的とした「ウェルカムプログラム」を整備し、店長による面談を実施＞
2016年にファミリー社員の早期離職防止を目的とした「ウェルカムプログラム」を整備した。ファミリー
社員が入社後早期離職してしまう一因に、配属後のフォローが少なく、現場で一人不安を抱えてしまうとい
うことがあった。そのため、早期離職防止を目的としたウェルカムプログラムを整備し、入社後３か月の間
に、店長による合計５回のフォロー面談を開始した。
面談は、入社当日に店長から、基本的な業務内容や同社の教育研修制度、身だしなみや店舗ルール等につ
いて説明し、その後は１週間後、１か月後、２か月後、３か月後に、業務の習得状況や、職場の人間関係、不
安に感じていることがないか等について話し合いを行うものとしている。
定期的に面談する機会を設けたことにより、店長とファミリー社員とのコミュニケーションが促進され、
互いの信頼関係の構築につながった。その効果としてウェルカムプログラムを導入後の毎月の離職率が改善
傾向にある。

＜OJTとともにOff-JTで会社概要や店舗で必要な実技指導に係る研修を行う＞
入社後のファミリー社員は、配属された各部門の正社員が指導者となり、担当業務を円滑に遂行できるよ
うOJTで指導を受ける。これに加えて、入社後１か月以内に本社の研修施設で行われる集合研修を受講する。
同研修は６時間の講義形式で実施され、会社概要からスーパーマーケットの基礎知識、接客などを学ぶもの
である。さらに、部門ごとに必要となる実技（精肉部門であれば肉の切り方、惣菜部門であれば天ぷらの揚
げ方等）を習得する研修も本社で実施している。
このようにOJTと Off-JT を組み合わせた研修を実施し、ファミリー社員の試用期間である２か月を経
過するころには日常で必要となる担当業務の基礎を習得する。試用期間が終了すると、ファミリー社員１級
に格付けされる。

＜年２回、人事評価として能力考課と情意考課を実施。等級に応じてウェイトづけを行う＞
2012年から年２回（５月、10月）の人事評価を実施している。
人事評価の方法として、能力考課と情意考課を採用している。能力考課の考課要素として「仕事の質」、「仕
事の量とスピード」、情意考課の考課要素として「規律・態度」、「協調性」がある。それぞれの考課要素ごと
に具体的な評価の着眼点を10項目程度定めており、着眼点は等級によって異なる。着眼点ごとに評価点を
つけるのではなく、考課要素ごとに５（最上位）から１（最下位）までの５段階の評価結果をつける。
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等級によって考課要素の重視度（ウェイト）を変えている。ファミリー社員１級では規律・態度や協調性
といった情意考課のウェイトを高く設定し、上位等級になるほど仕事の質や仕事の量、スピードといった能
力考課のウェイトを高く設定している。これは、例えばファミリー社員１級に対しては、まずは業務を遂行
する上での規律を守ったり、お客様に対する接客態度等の業務への意識を正しく持ってもらい、昇級するに
つれて徐々に仕事の質や量を高めていってほしいという企業としての期待の表れである。
なお、ファミリー社員の評価は、一次評価を部門チーフが、二次評価を店長が担っている。一次評価者は
評価点を算出し、二次評価者は一次評価結果の内容にばらつきや偏りがないかを確認し、部門を超えた店舗
全体の様子に鑑みて評価結果を調整する。

人事評価の要素とウェイト、着眼点

考課要素 ファミリー社員
１級

ファミリー社員
２級

ファミリー社員
３級 着眼点

能力考課
仕事の質 10％ 20％ 25％

仕事の正確さの度合い（出来栄
え）、仕事の合理的な進め方
（ムダ・ムリ・ムラの排除）等

仕事の量と
スピード 10％ 20％ 25％ 仕事の処理の量的度合い、仕事

を処理した速さの度合い等

情意考課
規律・態度 40％ 30％ 25％

服務規律や指示命令を守り、職
場の秩序の維持向上に努めてい
る等

協調性 40％ 30％ 25％ 他の社員と協力し、担当部署の
チームワーク向上に努めている等

人事評価点合計 100％ 100％ 100％

＜評価結果が出た後に、一次評価者による面談を実施＞
店長による人事評価結果が出た後、一次評価者による面談を行っている。
面談は、まず一次評価者から評価結果とその評価とした理由について説明を行い、ファミリー社員自身の
意見を聴取する。次に、評価期間中の業務の振り返り（「振り返り」は後述の「出来事記録」を参考にするこ
とが多い）を実施するとともに、それを踏まえた次期の目標設定を行う。この際、一次評価者は設定された
目標に対して具体的な達成方法に関するアドバイスを与えるようにしている。例えば、「商品の盛付け」のス
ピード改善が目標であれば、「先輩には『盛付け方』の指導を仰ぐのではなく、「スピードを上げて盛付ける
ためのコツ」等の指導を仰ぐようにする」等をアドバイスする。この理由として、「盛付け」業務には素材の
切り方から詳細なルールがあるため、ファミリー社員は業務に慣れるまで先輩の指導を仰ぎながら丁寧に作
業を行っている場合が多いことがある。そのため、ファミリー社員の中にはある程度盛付け業務に慣れてき
ていても、なかなかスピードを意識して業務に取り組めていないことがあるからである。
面談は、業務の繁閑を考慮しながら随時行っており、評価結果のフィードバックと次期の目標設定を１回
の面談で十分にできなかった場合には、２～３回面談を行って、評価者とファミリー社員とが互いに納得す
るまで話し合いをしている。

＜評価結果は昇給・昇格と賞与へ反映＞
年２回の人事評価結果は、毎年４月の定期昇給へ反映するとともに、年２回（７月、12月）の賞与に反映
している。
定期昇給については、等級ごとにそれぞれ10以上の号俸があり、全ての等級において１号俸上がると時
給が５円上がるように設定されている。評価点「４」以上で３号（15円昇給）、評価点「３」で２号（10円昇給）
昇給するという基準が定められている。
賞与については、人事評価の評価結果（「５」～「１」）を「評価率」として、勤怠を評価する勤務成績を「稼
働時間」として算出している。
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ファミリー社員の賞与と評価率の関係

６か月間の稼働時間合計
×

×
（３級 :100 円、２級 :30 円、１級 :10 円）

（５＝1.1、4＝1.05、3＝1.0、2＝0.95、1＝0.9）

＜例＞ 848 時間勤務、３級、評価４の場合、848h×＠100×1.05＝89,040 円

等級ごとの時間ポイント

評価率

＜正社員転換にも評価結果を使用＞
人事評価の結果は、正社員転換にも用いられる。正社員転換制度は2009年に導入した。正社員転換試験
の受験要件は、「①ファミリー社員３級以上」、「②過去２年間の評価点（応募時点より過去４回の考課）が『３』
以上」、「③店長の推薦が得られること」である。毎年11月に募集があり、12月以降に書類選考、２月に一
般教養等の筆記試験と担当役員による面談を実施のうえ、３月に転換可否が決定する。合格すると４月から
正社員として勤務する。転換試験は不合格でも再受験が可能である。2009年の導入以降、毎年３～５名の
転換実績がある。

＜評価の納得性を高めるため「新任チーフ研修」や「店長研修」で評価者研修を実施するとと
もに、部門チーフには「出来事記録」の書き留めを指示＞
人事評価制度を導入後、最も大きな課題だったのが評価者の教育である。人事評価はファミリー社員の納
得が得られるように、評価者間の評価のばらつきを抑制しなければならない。そのためには評価の際の着眼
点をそろえる必要があった。そこで、部門チーフの昇任時研修である「新任チーフ研修」や、店長会議やチー
フ会議などで、人事評価に関する意識合わせとして評価者研修を実施している。具体的には、人事評価の目
的と手順を説明するとともに、評価の「５」～「１」の基準がそれぞれどのような内容を指すのかについて説
明する。例えば、「５」は次の段階の等級でも十分通用するレベルであり、「４」は期待水準以上の働きをして
いるレベルといったような基準を示しながら、適宜実例を交えて解説する。
これに加えて、「新任チーフ研修」では、各ファミリー社員の日常業務の内容（具体的な発言や行動を含む）
について、都度「出来事記録」を書き留めるように指示している。各部門には最大20名程度のファミリー
社員がいるので、毎日各個人の記録をとることは難しいが、部門チーフは可能な限りファミリー社員の様子
を観察するように心がけている。そして、特筆すべき出来事があった場合には、必ず日時を付して記録をと
るように指導している。これをすることで、評価期間中の各ファミリー社員が具体的にどのような働きぶり
であったかを明確にすることができる。「出来事記録」は人事評価の際に参考とするだけでなく、面談時に振
り返りを行う際にも活用している。

４．人事評価制度の導入により得られるメリット
人事評価制度は複数回の改定を経て、現行のものを実施している。2011年までは、人事評価結果が定期
昇給に反映されることはなかったが、現行の制度で反映されるようになってから、ファミリー社員の意欲が
向上したと感じている。これにより、人事評価で高い評価を獲得していても、実際に昇給等に反映されなけ
れば、ファミリー社員のモチベーションの維持は難しいことがわかった。
また、先述の「ウェルカムプログラム」や、人事評価に係る面談で店長や部門チーフとファミリー社員と
が定期的に面談の機会を持つことが、コミュニケーションの活性化につながっている。つまり、定期的な話
し合いの機会を持つことで、お互いに意見を言い合えるので、ファミリー社員も不満をためずに働くことが
でき、結果として仕事への満足度も高まっているのではないか。このような取組が奏功して、定着率は徐々
に向上してきている。
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１．企業概要
同社は、1952年に設立された地方銀行である。千葉県内に72店舗、東京都内に２店舗を構える。経営
理念として「地域とともに�お客さまのために『親切』の心で」を掲げ、地域に根差した銀行業務を行っている。

２．パートタイム労働者の活用状況
同社におけるパートタイム労働者は、「スタッフ」と呼ばれる有期雇用労働者である。主な担当業務の数及
び所定労働時間の長短により「レギュラー・ショートスタッフ」「レギュラー・ロングスタッフ」「リーダー
スタッフ 10」の３区分に分かれる。
主な担当業務は、レギュラースタッフはショート、ロングを問わず、店舗における「内部事務」「受付案内」

「窓口業務」「渉外業務」「個人顧客管理」のうち一つ、リーダースタッフはこれらから複数を担当する。所定
労働時間は、レギュラー・ロングスタッフ及びリーダースタッフは１日７時間・週５日、レギュラー・ショー
トスタッフは１か月当たり及び１日当たりの制限がある。

３．人事評価制度の具体的内容
＜能力開発を主な目的とした人事評価制度を導入＞
同行では2000年に公的資金投入を受けたことから人件費削減に向けた対策が必要とされ、行員の早期
退職とスタッフの積極的な採用を進めた。これに伴い、スタッフの業務範囲や責任範囲が広がり、給与を含
めた待遇面の見直し、働きやすい職場環境の整備、スタッフの育成が急務となった。
スタッフのさらなる戦力化を図るためには「これまでと同じ業務であっても、より能力を発揮する／より
大きな役割を担う」ことが必要になる。そのため、スタッフと所属店舗の課長は半年に１回（４月・10月）、
面談を行い、能力開発の目標を決めることとなった。面談後は、スタッフが面談内容を踏まえ、自身のこれ
から半年の業務内容や能力開発目標等を「業務計画書」に記入することとしている。
また、2003年には、業務計画書に記入した能力開発目標がどの程度達成されたのかを確認することを主
な目的とし、人事評価制度を導入した。

株式会社千葉興業銀行

事例の
ポイント
事例の事例の事例の事例の
ポイント
事例の
ポイント
事例の
ポイントポイントポイントポイントポイント
事例の
ポイント

● 同じレベルの仕事を担当する行員用の評価項目を参考に、職務行動と
実績の両側面から評価を実施
● 最終評価結果は絶対評価と相対評価により決定
● 時給額、契約更新の可否や期間、キャリアアップを目的とする区分転換の
条件の一つに最終評価結果を反映

本社所在地 千葉県 事業内容 金融業

従業員数 2,257名
男性 945名 うち、

パートタイム
労働者数

851名
男性 40名

女性 1,312名 女性 811名

※10�リーダースタッフはレギュラースタッフのうち一定の条件を満たした者であり、転換制度を利用して区分移行する。

事例２

29年度キャリアアップマニュアル.indb   40 2018/03/19   10:38:54



41

＜行員用の評価項目を参考に、スタッフの評価項目を設定＞
人事評価制度導入に当たっては、レギュラースタッフには行員の事務職相当の、リーダースタッフには同
指導職相当の職務遂行能力を求めたいとの考えから、行員の「総合評価表（人事評価表）」における評価項目
を参考に作成した。具体的には、レギュラースタッフ用の総合評価表は大卒入行後３年目程度までの行員用
（事務職用）、リーダースタッフ用は同９年目程度までの行員用（指導職用）の総合評価表を参考としている。

＜職務行動と実績の両側面から評価を実施＞
レギュラースタッフ、リーダースタッフともに、人事評価は「職務行動評価（「能力」及び「執務態度」）」と

「実績評価」の二つの側面から実施するが、具体的な評価項目は異なる（次頁図表参照）。
まず、レギュラースタッフの評価項目は、「職務行動評価－能力」が６項目（知識、理解力、表現力、意思疎
通力、事務処理力、創意工夫力、適応力）、「職務行動評価－執務態度」が６項目（規律性、責任感、積極性、協
調性、情緒安定性、顧客対応）ある。
「実績評価」は、特に評価項目を定めていない。前述の「業務計画書」に記入された目標のうち、可能な限
り計数で表すことができる目標とその成果について、一次評価者である課長が自由記述する。例えば「店舗
内の整理整頓を行い、これまで事務処理に要していた時間を短縮することができた」等であり、それぞれの
役割に応じて比較的柔軟に記入する。
次に、リーダースタッフの評価項目は、「職務行動評価－能力」が８項目（知識、判断力、折衝力、意思疎通
力、処理実行力、企画力、適応力、指導力）、「職務行動評価－執務態度」が６項目（レギュラースタッフと同様）
あり、求められる水準はレギュラースタッフより高い。「実績評価」は、レギュラースタッフと同様に評価項
目を定めておらず、内容を一次評価者である課長が記述する。

＜絶対評価と相対評価により最終評価結果を決定＞
人事評価は、雇用契約の更新時期に合わせて年１回行う。レギュラースタッフ、リーダースタッフともに、
評価者は課長・副支店長（配置されている場合）・支店長の二者あるいは三者としている。この際、一次評価
者である課長はスタッフの絶対評価を、二次・最終評価者である副支店長・支店長は絶対評価に加え、店舗
内スタッフ間の相対評価を行うこととなる。
具体的にはまず、「職務行動評価－能力」は５点・４点・３点・２点・１点の５段階で、「職務行動評価－
執務態度」は５点・２点・１点の３段階で評点をつける。この際、５点あるいは１点がついた項目については、
評価者がその根拠となる特記事項を記入する。
次に、「実績評価」には５点・４点・３点・２点・１点の５段階で評点をつけるとともに、評価者がその根
拠となる特記事項を記入する。
その後、最終評価者がつけた「職務行動評価－能力」の平均点、同「職務行動評価－執務態度」の平均点、
同「実績評価」の平均点 ごと、また、レギュラースタッフ・リーダースタッフ別に設定したウェイト率 11 を
各平均点に乗じた上で、それらを足し上げて総合評点を算出し、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの５段階評価を行う。
この結果が最終評価結果となる。
なお、スタッフ自身が概して「自身を控えめに評価する」傾向がみられること、また、総合評価表に自己評
価結果が記入されていると、評価者が自己評価結果に少なからず影響されながら評価を行ってしまうおそれ
があること等から、スタッフ自身による自己評価は実施していない。

※11 �実績評価のウェイト率は、無期雇用者である行員よりも低く設定。
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＜最終評価結果は時給額や契約更新に反映＞
総合評価結果は、課長とスタッフ本人の面談にてフィードバックするとともに、時給額の昇給、次回契約
更新の可否、契約期間に反映する。
総合評価結果がＳの場合は次回契約更新時に、Ａの場合は２年連続Ａであれば次回契約更新時に、給与テー
ブル上の時給額 12 が１ランク上がることになる。Ｂの場合の時給額は据え置きである。一方、Ｃの場合は次
回契約更新の契約期間を６か月とし 13、スタッフ本人に改善を促す。Ｄの場合は次回契約更新を行わない。
なお、このような運用は2017年から開始した。それ以前の最終評価結果はＳ・Ａ・Ｂ・Ｃの４段階で
あり、ＢとＣを時給額据え置きとしていたが、労働契約法上の無期転換ルールを睨み、「評価をもう少し厳格
に行う」との方針を採り入れたものである。

リーダースタッフ用総合評価表

※ 実績評価は、各人の「業務計画書」他ＰＤＣＡツールを参考に、目標と成果を可能な限り計数で表す事

【総合評価の評価項目のウエイト】

業務･本部

総合短評

〕性適・質資〔〕性適・質資〔

〔課題・要改善点〕　(必ず記入のこと) 〔課題・要改善点〕　(必ず記入のこと)

昇給判定　(最終評価者が記入・・・該当するものを○で囲む※最終評価がCまたはDの場合、「コスモススタッフ指導記録書兼実施報告書」（F○○○）を提出のこと

心身の状況等　(最終評価者が記入・・・該当するものを○で囲む)

【身体面】　１.頑健 ２.健康 ３.支障あり ４.支障大きい (既往症・特記事項)

【精神面】　１.強靭 ２.普通 ３.脆い

【素　 行】　１.良好 ２.問題なし ３.問題あり

【退職予定】 １.無 ２.有 (               月予定・確定)

関係部意見

年 月 日

(人事部使用欄)

Ｓ

Ａ

Ａ

－

－

－

Ａ

－

Ａ

－

－

実績評価

ウエイト

渉　外

50

30

20 30

能力

リーダースタッフ

１ ２

否決
決裁
付記

(人事部使用欄)

執務態度

　 １．上位時給ランクに申し分なく推薦できる
　　　 ・「Ｓ」評価は、全てランクアップ
　　　 ・今回「Ａ」評価の場合、３→４、４→５にランクアップするには、
　　　　　同一時間給ランクで前回又は前々回が「A」評価であることを要する。
　 ２．時給据置き該当
　　　 ・「Ｂ」評価は据置。
　 ３．もう一歩の努力が必要　(最終評価 Ｃ 対応)
   ４．契約更新不可（最終評価Ｄ対応）
   〔意見〕（記入必須）

職務行動
評価

Ａ

Ａ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

評価記号

今回（30年3月） 前回（29年3月） 又は前々回(28年3月)

決裁欄

昇　　　　　　　　　給 　(時給の段階が上がること)

４

現時間給ランク 新時間給ランク

20

50

最  終  評  価  者　( 所  属  長)

昇　給　基　準

２ ３

５

５ ６

３ 　ほぼ期待水準であった

者価評次二者価評次一

２～１ 　期待水準を下回った

 ＮＯ 可決

　期待水準を上回った

５ 　期待水準を大きく上回った

 評価対象期間中の主な
 実績について、可能な
限
 り計数化して記入する。

〔渉外担当〕　　　　　決定評点　×　6.0　（実績評価のウェイト率）　＝　小計　③

〔業務担当・本部〕　決定評点　×　4.0　（実績評価のウェイト率）　＝　小計　③

人事部
精査欄一次 二次 最終

評　点

実績評価の評価尺度

評価の根拠となる特記事項
（評点については、下記の評価尺度をより実施）

４

実
績
評
価

評　　価　　項　　目

実績評価項目の評点

７

３

４

６

（店番　 ）

）属所(

※決定評点は、小数点第２位以下切捨て

　期待水準を大きく下回った 40未満 Ｄ

決定評点（最終欄の平均点※）　　

記号 新時給

自己の気分や感情の起伏に左右されること無く、円滑
に仕事を続けることができていた

S

A

B

C

　その能力が顕著に発揮されており、職務遂行に優れた効果をあげている

　その能力が発揮されており、職務遂行を円滑に行っている

職務目標達成のために必要とする情報を収集・活用し
有効で計画的な立案を行う能力を発揮していた

内　　　容

評　点

一次 二次 最終

後輩の日常行動をよく観察し、適切に動機づけし
知識・技能・態度を効果的に教える能力を発揮し
ていた

評
点
基
準

1

2

3

4

5

能力

　顧客対応
顧客とふれ合うことを好み、尊敬をもって向き合い、あら
ゆる状況において、誠実・丁寧に接していた
（間接部門の場合は他部門への対応と読み替える）

執

務

態

度

決定評点（最終欄の平均点※）　　

　積極性

〔業務担当・本部〕　　決定評点　×　6.0　（執務態度のウェイト率）　＝　小計　②
〔渉外担当〕　　　　　　決定評点　×　4.0　（執務態度のウェイト率）　＝　小計　②

能

力

自己の職務の役割をよく認識し、陰日なたなく誠実に自
己の職責を果していた

決定評点　×　10.0　（能力のウェイト率）　＝　小計　①　　

人事部
精査欄

　情緒安定性

　適応力

　規律性
法令、諸規定や上司の指示命令に忠実に従い、職内
外にわたり秩序の維持向上に努めていた

　指導力

　折衝力

環境変化を敏感且つ的確に捉え、適切に対応する能
力を発揮していた

　処理実行力
計画・予定に基づいて職務を手際よく正確・迅速かつ
効率的に遂行する能力を発揮していた

　企画力

職務遂行上必要な業務知識・技能の保有およびその
応用能力を発揮していた

自己の意見・主張を相手に的確に伝え、交渉を円滑に
行い、意図・目的を達成する能力を発揮していた

　意志疎通力
必要な事項を的確・簡潔に関係者に伝え且つ、それに
対応する反応を把握する能力を発揮していた

　協調性
自己の都合や主張にとらわれずに進んで上司や同僚と
の協力関係を築いていた

指示や督促を受けることなく自己の職責を果すべく仕事
に取組み、業務関連分野の学習も自主的に行っていた

　判断力
問題や状況の要点を適格に把握し、適切な見通しのも
と正しい結論を導き出す能力を発揮していた

　責任感

95未満～80

100～95

評　　価　　項　　目 着　　　眼　　　点
評価の根拠となる特記事項
(評点５・１の項目は必ず記入)

職

務

行

動

評

価

　知識

60未満～40

執務態度

　その能力がしばしば発揮されているが、円滑な職務遂行にはやや物足りない

5

2

　期待水準を上回った

　その能力が質的・量的に際立って発揮されており、影響・効果が周囲からも高く認識されている

　ほぼ期待水準であった

　期待水準を下回った

80未満～60

印者価評

① ② ③ 合計 　期待水準を大きく上回った

　該当する評価内容に○印

日月日価評印者価評

一　　　　次　　　　評　　　　価

-

-

氏　　　　　　　名

評価者

　業務担当　・　渉外担当　・　本　部

リーダースタッフ用

総　合　評　価　表

円

現在時給入　行　年　月

印　

総合評点（最終評価）

契　約　期　限

二　　次　　評　　価 　 (副支店長) 最   終   評   価    (所  属  長  実  施)

スタッフ番号

1 　その能力があまり（または全く）見られず、職務遂行に支障をきたしている

職　　　種　（該当に○印）

年　　　　月　　 平成３０年３月３１日

＜人事評価結果はキャリアアップを目的とする雇用区分転換の条件の一つ＞
「レギュラースタッフからリーダースタッフ」「レギュラースタッフ、リーダースタッフからアソシエイト
行員 14」「リーダースタッフ、アソシエイト行員から行員」への転換制度を導入しており、総合評価結果は雇
用区分転換の条件の一つとして用いる（図表参照）。
具体的な転換条件は図表の通りであり、「人事評価の結果」とはいずれも「総合評価結果がＡ以上」である
ことを指す。転換条件を満たすスタッフには、支店長や人事部から個別に転換を推奨している。

※12 �レギュラースタッフは５ランク、リーダースタッフは７ランクの時給額を設定。
※13 �契約期間が６か月の者については、６か月ごとに同様の総合評価を行う。
※14 �アソシエイト行員とは、職務及び勤務地限定の行員のことである。具体的には、「事務担当」「渉外担当」のいずれかの職務の身を担当し、転居を伴

わない店舗間でのみ異動がある。
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雇用区分転換の条件

1

【転換後のキャリアアップ】
・将来の管理職登用を想定。

・行員転換後の昇進上限なし。

・転換を果たした者のほぼ全員が

既に課長・課長代理に昇進済。

【行員】

（１）人事評価の結果。
（２）リーダースタッフ・アソシエイト行員

として経験が１年以上。
（３）支店長の推薦。
（４）５つの資格（証券外務員資格等）を

保有していること。
（５）人事部との面接に合格。

【転換後のキャリアアップ】
・転換後は初任役席である課長代理

まで昇進。（それ以上の昇進なし）

・次なるステップである行員転換を

目指してもらう制度設計。

【アソシエイト行員】

（１）人事評価の結果。
（２）レギュラースタッフ経験が３年以上。
（３）支店長の推薦。
（４）業務習得レベルが一定水準以上。
（５）人事部との面接に合格。

【リーダースタッフ】

（１）人事評価の結果。
（２）テラー業務、後方業務の２業務

以上をマスター。
（３）業務習得レベルが一定水準以上。

【転換後のキャリアアップ】
・リーダースタッフはレギュラースタッ
フより業務範囲や責任の範囲が広
く、業務指導も実施。

・次なるステップであるアソシエイト

行員や行員への転換を目指して

もらう制度設計。

＜マネジメントの質向上を目指し、評価者研修の再開を検討＞
2008年の人事制度改定後に、当時の評価者に対して「評価者研修」を実施し、一巡したことから、現在
は人事評価制度に限定した研修は行っていないが、課長代理昇任者を対象とする「新任課長代理研修」内に
人事評価の仕組みについて丁寧に説明するカリキュラムを組み込んでおり、「新任課長研修」にてこれをお
さらいしている。
なお、「評価を行う」という行為自体が、役職者による部下の重要なマネジメントの一つであることから、

「評価者研修」の再開について検討している。評価者の世代交代が進む中で、「評価をしっかりと行う」こと
が部下へのマネジメントの質を上げる手段であり、人事部としてはそれをサポートするための「評価者研修」
を行う必要があると考えている。

４．人事評価制度の導入により得られるメリット
人事評価制度を導入した目的はスタッフの能力開発であるが、人事評価結果の時給額への反映は、結果と
してスタッフの仕事に対するモチベーション向上及び能力向上に寄与することとなった。
また、給与ランクが最も高いレギュラースタッフの時給額は、給与ランクが最も低いリーダースタッフの
時給額より300円程度下回る。このことは、１日の実働時間を７時間とすることができるレギュラースタッ
フの、リーダースタッフへのキャリアアップに向けた意識を高めているようである。
2017年からスタッフのアソシエイト行員への転換制度を導入したところ、初年度にも関わらず12名
から応募があり、11名が転換を果たした。これまではスタッフから行員への転換制度のみしか導入してお
らず、スタッフのほとんどが転居を伴う転勤を望まないことから、同制度利用希望者は年間に１名みられる
かどうかであった。その状況を踏まえると、アソシエイト行員への転換制度の導入は、人事評価によって能
力が高いと判定されたスタッフをさらに戦力化する方法として最適であったと思料している。
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１．企業概要
同社は、「日本のモノづくり」のお役に立つことを事業目的として、創業以来、プロツール（モノづくりの
現場で工員や職人が使用する工具、作業用品、消耗品等の総称）の仕入れ、開発とモノづくりの現場への供
給を行っている。プロツールを幅広く取り揃え、在庫として保有することで「必要なときに」「必要なものを」
「必要なだけ」という顧客のニーズに応えている。現在は全国に75か所の支店、16か所の物流センター、
５か所のストックセンターを構える。

２．パートタイム労働者の活用状況
同社におけるパートタイム労働者は、「パートタイマー」と呼ばれる有期雇用労働者である。パートタイ
マーはフルタイム勤務者と短時間勤務者に分かれ、４：６の割合で在籍している。約1,000名のパートタ
イマーの９割が、物流センターでの入出荷・格納を担当している。その内訳は、主婦が約７割、60歳以上の
人材が約２割で、その他は学生等である。
勤務時間は事業所や本人の状況により決定するが、「週５日、１日の勤務時間は応相談」で募集することが
ほとんどで、「週５日、１日８時間」のフルタイム勤務者も多い。特に60歳以上の人材については、他社で
定年退職を迎えた後も生活のためにフルタイムで働きたいという者が多数見受けられる。
2015年からパートタイマーを対象とした等級制度を導入している。等級は「Ｐ３（定型補助）」「Ｐ２（定
型）」「Ｐ１（熟練）」の３段階がある。入社後は全員が「Ｐ３・１号」に格付けされる。

トラスコ中山株式会社

事例の
ポイント
事例の事例の事例の事例の
ポイント
事例の
ポイント
事例の
ポイントポイントポイントポイントポイント
事例の
ポイント

● 評価の客観性を高めるため、従業員同士で評価しあう「OJS」を導入
● 「上司による評価」と「OJS」の結果を昇給・賞与に反映
● 評価基準をそろえるために、評価者全員（従業員全員）に対してマニュア
ルを配付するとともに、朝礼等でその内容を説明

本社所在地 東京都 事業内容 卸売業

従業員数 2,563名
男性 1,283名 うち、

パートタイム
労働者数

1,049名
男性 279名

女性 1,280名 女性 770名

事例３
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パートタイマーの等級制度

等級 号俸 等級定義 標準業務の内容 職務遂行能力の基準

Ｐ１ 21～30号 熟練
豊富な経験と知識
を持ち、会社への
貢献度が高い

・�担当業務に関しては知識豊富で、人に教えることができる
レベルにまで達している。
・�仕事ぶりも人間性も、周囲からの信頼を得ている。
・�当事者意識を常に持ち、改善提案や他者へのサポートがで
きている。

Ｐ２ 11～20号 定型
周囲の助けなく一
通りの定型業務を
正確かつ迅速に遂
行できる

・�周囲の助けがなくても一通りの定型業務を正確かつスピー
ディーに処理することができる。
・�向上心を持って、周囲と助け合いながら仕事に取り組めて
いる。
・�出勤率がよく、会社に対して貢献したいという気持ちがある。
・�いつも明るく、臨機応変に対応することができる。

Ｐ３ １～10号 定型補助
基本の定型業務が
行える知識・能力
を身につけている

・基本の定型業務が行える知識・能力を身につけている。
・社会人としての立居振舞ができる。
・勤怠不良がなく、時間管理や自己管理ができている。
・いつも明るく、挨拶ができる。

３．人事評価制度の具体的内容
※以降は、物流業務に従事するパートタイマーの人事評価制度について説明。

＜入社初日に業務に関する研修を実施し、入社１か月で基本的なスキルを習得する＞
同社では、パートタイマーの入社初日にフロア15責任者から担当業務に関する研修を行う。例えば、「格納」
業務であれば、格納対象となる商品のバーコードを読み取る機械 16 の操作方法等を説明する。初日の研修で
業務遂行に必要な基本知識について説明を行った後は、先輩となる正社員やパートタイマーのOJTにより
日常業務に必要となるスキルを身につけていく。入出荷や格納といった、パートタイマーが担当する一連の
業務は、必要となる機械の基本操作等を理解すれば、業務を遂行する上で複雑な知識は必要にならない。そ
のため、ほとんどのパートタイマーが入社後１か月の間に独力で業務を遂行できるようになる。

＜２種類の評価を実施し、それらの結果をウェイトづけして昇給・賞与に反映＞
同社では、パートタイマーを含めた全従業員に対して人事評価を年２回（７月と１月）17 実施している。

人事評価には「① 上司（事業所長）による評価」と「② 同僚（正社員・パートタイマーを含めた事業所内の
全従業員）による評価（「以下、OJS18」）」の２種類がある。最終的な人事評価結果は、「① 上司による評価」
を７割、「② OJS」を３割の割合で算定する。
また、人事評価の結果は昇給と賞与に反映する。昇給のタイミングは年１回（４月）あり、年２回の評価結
果に基づき昇給額が決定する。賞与額（年２回支給（６月と12月））は各回の評価結果に基づき決定する（詳
細は後述）。

① 上司による評価 
＜等級に応じた評価要素のウェイトづけを実施＞
「① 上司による評価」では、事業所長が各パートタイマーの評価を行う。評価要素は大きく「業績」、「姿勢」、
「能力」の三つである。評価要素ごとに、「業績」は「仕事の量と質」・「貢献度」、「姿勢」は「協調性」・「規律性」、
「能力」は「実務知識」・「業務処理能力」といった評価項目に細分化され、項目ごとに「１」～「10」までの
10段階の基準（「10：期待・要求するレベルを大きく上回り、極めて優秀」～「１：期待・要求するレベル
を大きく下回り、事業所運営に支障をきたした」）で評価する。そして、各要素における評価項目の合計得点
を算出した上でウェイトづけを行っていく。

※15 �取扱商品に応じてフロアが異なる。
※16 �バーコードを読み取ると、格納先となる棚番号が表示される仕組みである。
※17 �評価対象期間は「１～６月（評価実施時期：７～８月）」と「７～12月（評価実施時期：１～２月）」である。
※18 Open Judge System（オープンジャッジシステム）の略称。
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評価要素のウェイトづけ

Ｐ３ Ｐ２ Ｐ１

業績 30 40 50

姿勢 20 10 10

能力 20 20 10

ＯＪＳ 30 30 30

合計 100 100 100

② ＯＪＳ 
＜OJSを導入し、評価の客観性を高め、各パートタイマーの業務遂行に活かす＞
OJSは正社員・パートタイマーを含めた事業所内の全従業員同士がお互いを評価しあう人事評価制度で
ある。「全従業員がお互いに評価する」といっても、業務上全く関わりのない従業員を評価することはできな
いため、従業員によって評価者となる従業員は異なる。
通常、パートタイマーの場合は、業務上関わりのある同僚（正社員・パートタイマーを問わない）が評価
者となり、「① 上司による評価」と同様の評価要素（「業績」「姿勢」「能力」）の別に「１」～「５」の５段階で
評価される。評価結果は要素ごとの５段階の評価を足した平均値を算出し 19、その後、評価者全員による評
価結果を平均し、それを評価得点とする。
これに加えて、評価者は、各パートタイマーの「よい点」「改善してほしい点」「（各従業員に対して）期待
すること」に関する「評価コメント」の記入が必須とされている。評価は社内イントラネット 20 上で個別に
行われ、評価者が対象となる全被評価者の人事評価に要する時間は１時間程度である。

イントラネット上の評価画面イメージ

OJS導入の目的は三つある。まず、事業所長のみならず、日頃仕事を一緒に行っている同僚から評価され
る事実により、評価の客観性を高めることである。次に、記入された評価コメントを被評価者本人に伝え、
各自の自主的な行動改革を促進することである。最後に、同僚同士で相互に評価しあう仕組みによって、よ
い意味での「ほどよい緊張感」を与えられることである。ほどよい緊張感は、働きぶりを「見てもらえている」
という実感から生じるもので、これをすることで従業員は自発的に業務遂行能力を高めていくものと考えて
いる。

※19 �例えば、「業績＝３」「姿勢＝４」「能力＝５」という評価であれば、この得点を平均し、評価結果は「４」となる。
※20 �パートタイマーが事業所内のPCを使ってイントラネット上で評価を実施する際、操作方法等について何か不明な点があれば周囲の正社員が質問

に対応するようにしている。
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＜２種類の評価結果が出た時点で事業所長とパートタイマーとの面談を実施＞
「① 上司による評価」と「② OJS」の評価結果が出た後に、事業所長とパートタイマーとの面談を30分
程度実施する。面談では、まず上司として当該評価結果をつけた理由を説明するとともに、OJSの評価得点
についてフィードバックを行う。その後、パートタイマーはOJSの評価コメントを面談の場で読み、それ
に対する率直な感想を述べていく。パートタイマーがすべての評価結果に納得するまで事業所長との話し合
いは続けられる。
評価結果について話し合った後、事業所長から「今後の各パートタイマーへ期待する役割」を提示するとともに、

その役割を果たすためには日常の業務にどのように取り組んでいけばよいかといった内容について話し合う。

＜評価結果が条件を満たせば、昇号・昇級、昇給・賞与に反映＞
年２回の評価結果は、翌年（４月）からの昇号・昇級、これに伴う基本給の昇給に反映している。なお、同
社では、パートタイマーの基本給（時間給）は、「地域給」と「考課反映給」の合計額としている。「地域給」は
事業所の所在都道府県ごとに支給額が決められているので、評価結果が反映されるのは「考課反映給」である。
昇号・昇級の決め手となるのは、各回の評価結果の得点である。まずは、各回の得点により、各回の「考課
評語」が「Ｃ－」～「Ａ＋」の９段階で評定される。２回の考課評語が決定したら、昇給号数表に基づいて昇
号数を決めるというものである。
昇給幅は等級・号俸によって異なり、例えば「Ｐ３（１～10号俸）」の１号から２号時には５円、「Ｐ２（11
～ 20号俸）」の11号から12号時には10円、「Ｐ１（21～ 30号俸）」の21号から30号時には20
円となっている。

＜評価結果は正社員転換の目安としても活用＞
同社では正社員転換を年２回（３月・９月）に実施している。パートタイマーから正社員への転換は等級に
よらず、本人の希望と上司の推薦があれば応募することができる。応募の目安として、勤続２年以上であるこ
と、直近の人事評価の考課評語が「Ａ－」以上であること、かつ、OJS の評価得点が「3.5」以上であることが
挙げられる。過去３年間の正社員転換の実績は2015 年が０名、2016 年が２名、2017年が３名である。

＜OJSの円滑な運用のために、マニュアルを整備するとともに、事業所長から評価方法を説明＞
OJSは、評価の客観性や従業員の自発的なスキル開発に資すると考えられるものの、全員の人事評価に関
する考え方を統一することに苦心した。そこで、現在ではOJSの目的や評価方法等を記載したマニュアル
を正社員、パートタイマーを問わず全員が閲覧できるようにし、熟読の上で評価に臨むように徹底している。
マニュアルでは正社員やパートタイマーの等級ごとの「評価の着眼点」を示しており、評価にあたっては「自
分自身との比較ではなく、等級ごとの『評価の着眼点』を勘案して」得点をつけるように促している。
これに加えて、評価時期（７月、１月）になると、朝礼・昼礼等を利用し、事業所長からOJSの方法につ
いてマニュアルを用いて説明を行うようにしている。

４．人事評価制度の導入により得られるメリット
OJSを導入した時点での狙いどおり、各従業員が日々の仕事に良い意味での「ほどよい緊張感」を持っ
て取り組むようになったと考えている。これにより各従業員が自身の仕事に対して責任感を持ち、主体的に
業務に取り組むようになった。具体的な成果が数値として表れているのが正社員転換への応募者数である。
2015年までは数年間に１～２名程度だったものが、2016年から１年間に２～３名ずつは応募があり、
少しずつではあるが増えてきた。パートタイマーのモチベーションが上がった結果、スキルも向上し、正社
員の仕事に挑戦したいと考えてもらえることは、企業競争力の底上げにつながるメリットだと考えている。

評価結果のポイント別「考課評語」

昇給号数表

2回目考課結果
考課評語

4

4

3

3

2

4

3

3

2

2

3

3

2

2

1

3

2

2

1

1

2

2

1

1
-

Ａ＋

Ａ

Ａ－

Ｂ＋

Ｂ

Ａ＋ Ａ Ａ－ Ｂ＋ Ｂ
１
回
目
考
課
結
果

考課評語評価結果

85～100
79～85未満
73～79未満

67～73未満

60～67未満
54～60未満
48～54未満
42～48未満
20～42未満

Ａ＋
Ａ
Ａ－

Ｂ＋

Ｂ
Ｂ－
Ｃ＋
Ｃ
Ｃ－
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１．企業概要
同社は、衣料や雑貨等を販売している「無印良品」、” 素の食 ” をテーマにしたカフェである「Café�&�
Meal�MUJI」等を日本国内および海外で運営している企業である。当初は株式会社西友のプライベートブラ
ンドであったが、1989年に独立し、現在の体制となった。現在は約915店舗を有している。
（2018年 2月期�第 3四半期時点）

２．パートタイム労働者の活用状況
同社におけるパートタイム労働者は、「パートナー社員」、「アルバイト」と呼ばれる有期雇用労働者である

（以降、両者をまとめて「スタッフ」と表記する。）。
スタッフの８割は、「販売スタッフ」として「無印良品」での販売・商品管理を担当し、残りは「Café�&�
Meal�MUJI」や「無印良品キャンプ場」、本部にて勤務している。パートナー社員は、１週間の勤務時間を
27.5 時間、30時間、37.5 時間の３パターンから、アルバイトは、19.5 時間、20時間未満（１日当たり7.5
時間以下）27.5 時間、28時間未満（１日当たり7.5 時間以下、ただし日中勤務の学生に限る）から選択可
能である 21。

３．人事評価制度の具体的内容
※以降は、約８割のスタッフが該当する「販売スタッフ」の人事評価制度について説明。

＜労働契約締結時に、ステップアップ制度について人事部が本人に説明＞
同社では、2001年頃から、スタッフを対象とした人事評価制度（ステップアップ制度という。）を導入
している。数回の見直しを経て、現行制度は2012年頃からの運用であり、パートナー社員は「P1～P4、
P5L、P6L」までの６つのレベル、アルバイトは「A1～A4」までの４つのレベルに分かれている。アルバイ
トの最高レベルはA4であり、レベル５以上を希望する場合は、パートナー社員への転換が必要である 22。

株式会社良品計画

事例の
ポイント
事例の事例の事例の事例の
ポイント
事例の
ポイント
事例の
ポイントポイントポイントポイントポイント
事例の
ポイント

● 販売スタッフ研修で基本的なスキルを習得するとともに、進捗確認票で
将来習得すべきスキルを明示
● ステップアップシートを用いた人事評価の結果を昇格・昇給に反映
● 円滑な人事評価の運用のために評価者を対象とした研修を実施
● 一定以上のレベルに達したパートナー社員に正社員転換を認める

本社所在地 東京都 事業内容 製造小売業・飲食サービス業

従業員数 約11,400名
男性 約8,550名 うち、

パートタイム
労働者数

約9,400名
男性 約1,880名

女性 約2,850名 女性 約7,520名

※21��パートナー社員は転居がない範囲内で勤務地変更の可能性があるが、アルバイトは勤務地変更の可能性がない。
※22��パートナー社員への転換時には試験等は課しておらず、本人からの申し出があれば転換を認めている。（毎月1日・16日、もしくは半年に１回の評価

時に申請できる）

事例４
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なお、ステップアップ制度や研修の内容等については、労働契約締結時に人事部が本人に説明書類を配布
している。したがって、スタッフは、制度の内容や、店舗配属後に習得すべきスキル等を十分に理解した上
で就業している。

＜入社直後に「販売スタッフ研修」を実施し、基本的なスキルの習得を目指す＞
同社に入社したスタッフは、全員がP1またはA1に格付けされる。パートナー社員、アルバイトいずれ
においても、入社直後の２か月間で、業務遂行に最低限必要となるスキルを習得することを求めている。そ
のため、店舗に配属したスタッフには同社の研修体系に基づき、「販売スタッフ研修」を実施している。研修
は通常のシフト勤務の中で、日々のワークスケジュールに組み込みながら行われ、研修用マニュアルを活用
しながら、「仕事の仕方」、「販売企画に求めること」、「身だしなみ」、「レジ応対」等、販売に必要な事項を教
えている。
この研修では、スタッフが習得すべきスキルを６つのレベル別にまとめた「進捗確認票（詳細は後述。）」
を配付し、研修修了時にP1・A1に求められるスキルのうちどのスキルを習得できたか自己評価を行うと
ともに、講師 23 による評価を実施している。

＜スキル習得に向けてスタッフと店長がそれぞれ進捗確認票を活用＞
進捗確認票とは、店舗で勤務する際に必要となるスキルの習得状況を確認できるチェックシートであ
る。進捗確認票のチェック項目には、「ラッピングができる」、「返金対応ができる」等があり、これは、
「MUJIGRAM」24 の項目とほぼ一致している。スタッフは習得すべきスキルを進捗確認票で確認した後、具
体的な作業や手順についてはMUJIGRAMで学んでいる。
販売スタッフ研修終了後、進捗確認票は配属店舗で保管し、スタッフ一人ひとりが日々の業務の中で、「ど
のスキルを習得できたか」、「次はどのスキルの習得を目指していくか」等を確認することができる。また、
進捗確認票には、各レベルで習得すべきスキルについても明示されているため、スタッフは将来的にどのよ
うなスキルを習得する必要があるのか、具体的なイメージを持つことができる。
さらに、進捗確認票は、店長がスタッフを育成する上でも活用される。例えば、店長が講師となる「フォロー
アップ研修」25 では、店長は、スタッフのスキルの習得状況を考慮して、研修内容や開催頻度を決めて実施
している。

進捗確認票の雛形

１．従業員数と男女別内訳
　※従業員数についてはヒアリング時にもお伺いしましたが、
　※また、いつ時点のものかご明記いただければ幸いです。

○　「N社員」「R社員」「パートナー社員」「アルバイト」「嘱託社員」の人数

20170615時点

本社員 嘱託 パートナー アルバイト 合計

N社員 R社員 頭数 頭数 Ｐ8Ｈ換算 頭数 Ｐ8Ｈ換算 頭数 Ｐ8Ｈ換算

1175 400 441 4092 3599.9 5321 2052.6 11429 7668.5

○「全従業員」の男女別内訳、「パートナー社員とアルバイト」の男女別内訳

男女比

男性 女性

全従業員 25% 75%

本社員+嘱託 48% 52%

Ｐ+ＡＬ 20% 80%

２．本社員登用と管理職自身への評価の関連性

　○　パートナー社員の本社員登用は店長やブロック店長等、直属の管理職の方の　 評価に関連していますか？
           例：　部下が社員登用されると店長のポイントになるブロックやエリア毎の業績になり賞与等に反映される、等
　　　　　　　　 

社員登用の結果が直接、評価、賞与に連動することはありません。
部下育成の姿勢そのものが評価されることはありますが、合格者の数ではありません。

３．資料のご提供の可否について

進捗確認表

ステップアップシート

※23 �人事部の教育担当者から教育方法について指導を受けた本社員が担当する。
※24 �店舗で勤務する際に必要な作業の定義やその作業を行う理由、作業手順等をまとめたマニュアルであり、全店舗にて保管されている。
※25 �店舗での研修実施が困難な小規模店舗等で実施しているものである。
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＜進捗確認票の項目を集約した、人事評価用のステップアップシートを整備＞
同社では、進捗確認票とは別に、進捗確認票のレベルごとに習得すべきスキルを集約し評価項目とした「ス
テップアップシート（次頁図表参照。）」を用いて人事評価を実施している。ステップアップシートには、評
価項目と習得状況をチェックできる欄を設けている。
評価項目は「行動評価」、「応対」に大別される。そのうちの「行動評価」は、「業務レベル」、「取組の姿勢」
という中項目に分かれ、さらに、「レジ業務・配送業務・お客さま対応ができる」等、業務内容に即した小項
目を設けている。「応対」には、「お客さまに挨拶ができる」等の小項目がある。項目数はレベルによって異なっ
ている。
なお、同じレベルであれば、パートナー社員やアルバイトにかかわらず習得すべきスキルは同じであるこ
とから、ステップアップシートは、両者共通である。ただし、P5L・P6Lのスタッフには、リーダーとして
P4・A4までのスタッフの模範になるとともに、お客様の状況に応じて臨機応変に対応する等、高い水準を
要求しているため、ステップアップシートは「P1・A1～ P4・A4用」「P5L・P6L用」の二つに分けている。

ステップアップシート

＜自己評価と上司評価を実施し、次のレベルへの昇格・昇給が決まる＞
スタッフの初回の人事評価は、入社２か月後に実施する。その後は半年に１回の実施となる。
評価には自己評価と上司評価の二つのステップがある。まず、本人が進捗確認票でスキルの習得状況を確
認しながら、ステップアップシートの項目に関して習得度合いを「◎（３点）」、「○（１点）」、「×（０点）」の
３段階で評価し、合計点を算出する。次に、評価者である上司が、ステップアップシートの項目の習得度合
いを本人との面談を通じて確認しながら、上記と同様に３段階で評価し合計点を算出する。
その後、上司はフィードバックを行う。フィードバックの方法や頻度は、各上司の裁量に任せている。
評価者は原則として店長であるが、スタッフ社員が200名以上配属されているような特大規模店舗の場
合には、店長以外にもマネジメントができる正社員である本社員を数名配置しているため、それらの本社員
と店長で分担して評価を実施している 26。
最終評価の合計点が一定以上を超えた場合、次のレベルへの昇格が決定する。レベルごとに一つの時給が
対応しているため、昇格すると自動的に昇給する仕組みとなっている。時給額は地域や職種によって差があ
るが、昇給幅は、それらにかかわらず同額である。

※26 �通常規模の店舗に配属されているスタッフ社員は、多くても40名程度である。
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＜店長昇格者に研修を実施し、人事評価の際のポイントを共有＞
同社では、店長がスタッフを適切にマネジメントし評価できるよう、店長昇格者に「評価者研修」を実施し、
人事評価について説明している。この研修は、座学のみならず、実際の評価シートを使ったロールプレイン
グや事例研究を行う等、より現場での実践を意識した内容としている。なお、本研修で活用する評価シート
や事例は本社員を対象としたものであるが、パートナー社員やアルバイトを評価する際のポイントは本社員
を評価する際のポイントと同じであると伝えている。
人事評価を実施する際に疑問が生じた場合は、人事部に直接問い合わせるよう指示しており、店長が自分
が評価するスタッフ数を人事部に報告する際に、人事評価について質問をすることもある。さらに、１ヶ月
に１回開催している店長会議やエリア／ブロック会議の場で、人事評価に関する情報交換も行われている。

＜優秀なパートナー社員を本社員として登用するために正社員転換試験を実施＞
上長からの推薦を得たP4以上のパートナー社員を対象として１年に２回（６月、12月）正社員転換試
験を実施している 27。なお、アルバイトで正社員転換を希望する場合は、まずパートナー社員に転換する必
要がある。本社員転換試験は、筆記試験 28 と面接からなっており、筆記試験の合格者のみが面接に進むこと
ができる。面接は販売部長と人事課長による一次面接と、人事部長、販売部門担当役員、人事担当役員によ
る二次面接がある。正社員転換者には、新卒の本社員と同等の役割を果たすことを期待しているため、面接
内容は新卒の採用面接と同様である。
誰が正社員転換を希望しているかどうかについては、通常の業務における会話等を通じて店長等が把握し
ている場合が多く、店長等の裁量で転換を希望するパートナー社員に管理的な業務を経験させることもあ
る。
本社員転換後は、本社員用の等級制度を適用し、同年に入社した新卒社員と同じ等級に格付けする。

４．人事評価制度の導入により得られるメリット
ステップアップ制度導入以前は、評価項目や評価基準は店舗の裁量に任せていた部分があったため、ス
タッフのスキルの習得度合いは店舗によってばらつきがあった。制度導入により、それらの統一が図られ、
社として統一した人材育成が可能となった。
また、「定期的に評価を行うこと」、「評価結果によって昇格・昇給が決定する」ということが上司とスタッ
フの双方に浸透し、評価が「ルーティーン業務」の一つとして認識されたことも大きなメリットである。具
体的には、上司はスタッフの育成を意識しながら日々のコミュニケーションをとるようになり、スタッフ
は次のステップアップのためにこのスキルを習得しようと目標を立てて業務に当たることができるように
なった。

※27 �P4以上のパートナー社員であれば、本社員として十分に活躍できる素質があるとの考えから、本社員転換時の条件に人事評価結果は反映してい
ない。

※28 �新卒採用時に企業等で実施している「玉手箱」という形式のwebテスト（専門事業者が作成した外部テスト）で、言語理解、数値理解、適性検査が
セットになっている。
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第3章

1．パートタイム労働者の定義
パートタイム労働法（短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律）の対象となるパートタイム労働者は、

「1週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用される通常の労働者の1週間の所定労働時間に比べて短い労働

者」です。

「パートタイマー」、「アルバイト」、「嘱託」、「契約社員」、「臨時社員」、「準社員」等、名称に関わらず、上記に当

てはまる労働者であれば、「パートタイム労働者」としてパートタイム労働法の対象となります。

2．主な内容

ａ パートタイム労働者のタイプ

パートタイム労働者はその就業の実態によって、適用されるパートタイム労働法上の規定が異なります。雇

用しているパートタイム労働者について、通常の労働者と比較して「職務の内容が同じ」か、「人材活用の仕組

みや運用などが同じ」かどうかを、次頁のチャートに従って確認してください。

参考資料

Ⅰ パートタイム労働法の概要

29年度キャリアアップマニュアル.indb   52 2018/03/19   10:38:58



53

第
３
章　

参
考
資
料

パートタイム労働者はその就業の実態によって、適用されるパートタイム労働法上の規定が異なります。雇
用しているパ―トタイム労働者について、通常の労働者と比較して「職務の内容が同じ」か、「人材活用の
仕組みや運用などが同じ」かどうかを、以下のチャートにしたがって確認してください。

　職務の内容とは、業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度をいいます。職務の内容が同じかどうかについて
は、次の手順にしたがって判断します。

「職務の内容が同じ」かどうか

「人材活用の仕組みや運用などが同じ」かどうか

　通常の労働者とパートタイム労働者の人材活用の仕組みや運用などが同じかどうかについては、次の手順
に従って判断します。

例：「販売職」「事務職」「製造工」

与えられている権限の範囲、業務の成果について
求められている役割、トラブル発生時や臨時•緊急
時に求められる対応の程度、ノルマなどの成果へ
の期待度などを総合的に判断します。

業務の比較例（販売職）

☆中核的業務に○（何が中核的業務に当たるかは、同じ販売職で
も個々の事務所ごとに異なります）

　「職務分析・職務評価」に取り組むことで、パートタイム労働者と通常の労働者との職務を整理することができ、
その結果、パートタイム労働者の納得性を高めることが期待できます。
　職務分析や職務評価の実施方法については、パート労働ポータルサイト（https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/）
をご参照ください。
　◆「要素別点数法による職務評価の実施ガイドライン」 （https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/img/estimation/guideline_01.pdf）

1

2

職種を比較

従事している業務のうち中核的業務で比較従事している業務のうち中核的業務で比較

同じ 異なる

実質的に同じ 異なる

実質的に同じ 異なる

実質的に同じ 異なる

1 ともに有り ともに無し 一方のみあり

ともに有り ともに無し 一方のみあり

3 責任の程度を比較責任の程度を比較 著しくは異ならない 異なる

職

務

は

異

な

る

職

務

は

異

な

る

人
材
活
用
は
異
な
る

人
材
活
用
は
異
な
る

「中核的業務」とは、ある労働者に与えられた職務に伴う個々の業務のうち、その職務を代表する中核的なものを
指し、与えられた職務に不可欠な業務、業務の成果が事業所の業績や評価に大きな影響を与える業務、労働者の
職務全体に占める時間・頻度において割合が大きい業務という基準に従って総合的に判断します。

職務は同じ

人材活用は同じ

転勤の　　を比較転勤の　　を比較有無

2 転勤の　　を比較転勤の　　を比較範囲

3

4

職務内容・配置の変更の　　を比較職務内容・配置の変更の　　を比較有無

職務内容・配置の変更の　　を比較職務内容・配置の変更の　　を比較範囲

パート 接客、レジ、品出し、清掃

正社員 接客、レジ、品出し、クレーム処理、発注
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ｂ 均等・均衡待遇の推進

パートタイム労働法では、パートタイム労働者の待遇について通常の労働者との働き方の違いに応じて均等・

均衡待遇の確保を図るための措置を講ずるように規定されています。

具体的には、職務の内容（業務の内容と責任の程度）、人材活用の仕組みや運用など（人事異動などの有無及

び範囲）の二つの用件を通常の労働者と比較することにより、賃金、教育訓練、福利厚生などの待遇について、

次の表の通り、事業主の講ずべき措置が規定されています。

【パートタイム労働者の態様】
通常の労働者と比較して、 賃　　金 教育訓練 福利厚生

職務の内容
（ 業 務 の 内
容及び責任）

人材活用の
仕組みや運
用等（人事異
動の有無及
び範囲）

職務関連賃
金 • 基本給
・賞与
・役付手当等

左以外の賃金
・退職手当
・家族手当
・通勤手当（※）

等

職務遂行に
必要な能力
を付与する
もの

左以外のも
の（キャリア
アップのため
の訓練等）

・給食施設
・休憩室
・更衣室

左以外のもの
（慶弔休暇、
社宅の貸与
等）

①�通常の労働者と同視すべき
短時間労働者

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

同じ 同じ

②�通常の労働者と職務の内容
が同じ短時間労働者

△ － ○ △ ○ －

同じ 異なる

③�通常の労働者と職務の内容
も異なる短時間労働者

△ － △ △ ○ －

異なる －

（講ずる措置）
　◎ … パートタイム労働者であることによる差別的取扱いの禁止　　〇 … 実施義務 · 配慮義務
　△ … 職務の内容、成果、意欲、能力、経験等を勘案する努力義務
　－ … パートタイム労働指針に基づき、就業の実態、通常の労働者との均衡等を考慮するように努めるもの

※�ただし、現実に通勤に要する交通費等の費用の有無や金額如何にかかわらず、一律の金額が支払われている場合など、名称は「通勤手当」であっても、
実態としては基本給などの職務関連賃金の一部として支払われている場合などは、「職務関連賃金」に当たります。
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ｃ 教育訓練・通常の労働者への転換（正社員転換）に係る法定事項

教育訓練（第 11条）

〔対象者：通常の労働者と職務の内容が同じパートタイム労働者〕
１　�事業主は、通常の労働者に対して実施する教育訓練であって、その通常の労働者が従事する職

務の遂行に必要な能力を付与するためのものについては、職務内容が同じパートタイム労働者
が既にその職務に必要な能力を有している場合を除き、そのパートタイム労働者に対しても実施
しなければならない。

〔対象者：通常の労働者と同視すべきパートタイム労働者以外のすべてのパートタイム労働者〕
２　�事業主は、1のほか、通常の労働者との均衡を考慮しつつ、その雇用するパートタイム労働者の

職務の内容、成果、意欲、能力及び経験などに応じ、そのパートタイム労働者に対して教育訓
練を実施するように努めるものとする。

パートタイム労働者と通常の労働者の職務の内容が同じ場合、その職務を遂行するに当たって必要な知

識や技術を身に付けるために通常の労働者に実施している教育訓練については、パートタイム労働者に対

しても通常の労働者と同様に実施することが義務付けられています（そのパートタイム労働者が既に必要な

能力を身につけている場合を除きます）。

上記の訓練以外の訓練、例えば職種転換のためのキャリアアップ訓練などについては、職務の内容の違

いにかかわらず、パートタイム労働者の職務の内容、成果、意欲、能力及び経験などに応じて実施すること

が努力義務とされています。

通常の労働者への転換（第 13条）

〔対象者：すべてのパートタイム労働者〕
事業主は、通常の労働者への転換を推進するため、その雇用するパートタイム労働者について、次
のいずれかの措置を講じなければならない。
・通常の労働者を募集する場合、その募集内容を既に雇っているパートタイム労働者に周知する。
・�通常の労働者のポストを社内公募する場合、既に雇っているパートタイム労働者にも応募する機会
を与える。
・パートタイム労働者が通常の労働者へ転換するための試験制度を設ける。
・その他通常の労働者への転換を推進するための措置を講ずる。

パートタイム労働者から通常の労働者への転換を推進するため、上記のいずれかの措置を講ずることが義

務付けられています。

転換を推進するためにも、どのような措置を講じているか、事業所内のパートタイム労働者にあらかじめ

周知することが求められます。
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　措置の内容が周知されていないと、パートタイム労働者が「自分の勤め先で正社員転換制度
があるか分からない」「過去、正社員になった人はいるが、正社員転換の基準が分からない」な
どの不満・不安を抱くことが考えられますので、納得性の向上のためにも、措置の内容を明ら
かにしておくことが重要です。

　周知方法、周知内容の例については、以下を参考にしてください。

通常の労働者への転換推進措置については、
措置の内容の周知が重要です

正社員転換推進措置の内容をパートタイ
ム労働者にあらかじめ周知します

正社員を募集 • 社内公募する機会が来たとき
にパートタイム労働者に周知します

措置の内容の周知方法の例
① 就業規則に記載
② 労働条件通知書に記載
③ 事業所内の掲示板での掲示
④ 資料の回覧
⑤ 社内メールやイントラネットでの告知
⑥ 給与袋に資料を同封　など

実際に募集・社内公募する際の周知方法の例
① 事業所内の掲示板での掲示
② 資料の回覧
③ 社内メールやイントラネットでの告知
④ 人事考課の面接等で希望聴取
⑤ 給与袋に資料を同封　など

◆�パートタイム労働者から通常の労働者への転換の要件として、勤続期間や資格などを課すことは、事業
所の実態に応じたものであれば問題ありませんが、必要以上に厳しい要件を課した転換の仕組みを設け
ている場合は、法律上の義務を履行しているとはいえない場合もあります。

◆�パートタイム労働者からいわゆる契約社員へ転換する制度を設け、さらに、契約社員から正規型の労働
者へ転換する制度を設ける、といった複数の措置を講じ、正規型の労働者へ転換する道が確保されてい
る場合も法第 13 条を履行したことになります。

◆�パートタイム労働法では措置を講ずることが求められており、その結果として転換することまでは求めて
はおりません。しかし、措置を講じてから、長期間にわたって通常の労働者に転換された実績がない場
合については、転換を推進するための措置を講じたとはいえない可能性があり、周知のみで応募はしに
くい環境になっているなど、措置が形骸化していないか検証する必要があります。

◆� 「短時間正社員」（※）への転換推進措置を講ずることでも法第 13 条を履行したことになります。

　�その場合は、「正規型のフルタイムの労働者」への転換を希望する短時間労働者の希望に応じて、「短
時間正社員」への転換後に「正規型のフルタイムの労働者」に転換できる制度を設けることが望ましい
と考えられます。

　※�短時間正社員とは、他の正規型のフルタイムの労働者（1日の所定労働時間が 8時間程度で週 5日
勤務を基本とする、正規型の労働者）と比較し、その所定労働時間（所定労働日数）が短い正規型
の労働者であって、次のいずれにも該当する者をいいます。

　　・期間の定めのない労働契約を締結している者

　　・�時間当たりの基本給及び賞与 • 退職金などの算定方法などが同一事業所に雇用される同種のフルタ
イムの正規型の労働者と同等である者

　※�短時間正社員制度の概要や取組事例、導入手順等については、

　　「短時間正社員制度導入支援ナビ (https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/navi/)」をご参照ください。
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1．パート労働ポータルサイトトップページ
厚生労働省では、パートタイム労働法をはじめとした、パートタイム労働に関する情報を「パート労働ポータ

ルサイト」で情報提供しています。

「パート労働者活躍企業診断サイト」、「パート労働者活躍企業宣言サイト」、後述の「パート労働者活躍企業好

事例バンク」も、本サイトからご利用いただけます。

その他、本サイトでは、職務分析・職務評価の導入方法や導入事例、「短時間正社員制度導入支援ナビ」、「パー

ト労働者キャリアアップ支援サイト」等についても掲載しています。

本サイトを、貴社でのパートタイム労働者の雇用管理の改善等にお役立てください。

URL：�https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/

Ⅱ パート労働ポータルサイト
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2．パート労働者活躍企業好事例バンク
「パート労働者活躍企業好事例バンク」では、パートタイム労働者の活躍推進のために、各企業が行っている

取組の内容や成果、その特徴・工夫点、今後の課題などを好事例として紹介しています。

本サイトでは、事業内容や従業員数、地域、取組のポイントから、好事例を検索することができます。

また、各種マニュアル・好事例集及び本マニュアルも無料でダウンロードすることができます。

パートタイム労働者の活躍推進を考える事業主の皆様の参考としてぜひご活用ください。

・URL：https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/koujirei-bank/

＜パートタイム労働者キャリアアップ支援マニュアル～教育訓練・正社員転換編～＞
「パートタイム労働者キャリアアップ支援マニュアル～教育訓練・正社員転換編～」では、パートタイム労働

者がキャリアアップを図れるよう、企業が支援していくための具体的な方法を紹介するとともに、参考となる事

例を掲載しています。

本マニュアルもパート労働者活躍企業好事例バンクに掲載していますのでぜひご活用ください。

・URL：�https://part-tanjikan.mhlw.go.jp/koujirei-bank/wp-content/uploads/2017/03/h28_

manual_kyouiku.pdf

「パートタイム労働者キャリアアップ支援マニュアル」

パートタイム労働者
キャリアアップ支援マニュアル

～教育訓練・正社員転換編～

パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
支
援
マ
ニ
ュ
ア
ル

　〜
教
育
訓
練
・
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換
編
〜

厚
生
労
働
省

厚生労働省
Ministry of Health, Labour and Welfare

Ⅲ 関連情報

●　厚生労働省ホームページ「パートタイム労働者の雇用管理の改善のために」

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000046152.html
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☆がある労働局は雇用環境・均等部、それ以外の労働局は雇用環境・均等室です。
労働局 電話番号 ＦＡＸ 郵便番号 所在地

北海道労働局☆ 011-709-2715 011-709-8786 〒060-8566 札幌市北区北８条西２丁目１番１　札幌第一合同庁舎９階
青森労働局 017-734-4211 017-777-7696 〒030-8558 青森市新町２丁目４－２５　青森合同庁舎２階
岩手労働局 019-604-3010 019-652-7782 〒020-8522 盛岡市盛岡駅西通１－９－15　盛岡第２合同庁舎５階
宮城労働局 022-299-8844 022-299-8845 〒983-8585 仙台市宮城野区鉄砲町１番地　仙台第４合同庁舎８階
秋田労働局 018-862-6684 018-862-4300 〒010-0951 秋田市山王７丁目１番３号　秋田合同庁舎４階
山形労働局 023-624-8228 023-624-8246 〒990-8567 山形市香澄町３－２－１　山交ビル３階

福島労働局 024-536-4609 024-536-4658 〒960-8021 福島市霞町１－46　５階

茨城労働局 029-277-8295 029-224-6265 〒310-8511 水戸市宮町１丁目８番31号　茨城労働総合庁舎６階
栃木労働局 028-633-2795 028-637-5998 〒320-0845 宇都宮市明保野町１－４　宇都宮第２地方合同庁舎３階
群馬労働局 027-896-4739 027-896-2227 〒371-8567 前橋市大手町２－３－１　前橋地方合同庁舎８階
埼玉労働局 048-600-6210 048-600-6230 〒330-6016 さいたま市中央区新都心11－２　ランド・アクシス・タワー16階
千葉労働局 043-221-2307 043-221-2308 〒260-8612 千葉市中央区中央４－11－1　千葉第２地方合同庁舎
東京労働局☆ 03-3512-1611 03-3512-1555 〒102-8305 千代田区九段南１－２－１　九段第３合同庁舎14階
神奈川労働局☆ 045-211-7380 045-211-7381 〒231-8434 横浜市中区北仲通５－57　横浜第２合同庁舎13階
新潟労働局 025-288-3511 025-288-3518 〒950-8625 新潟市中央区美咲町１－２－１　新潟美咲合同庁舎２号館４階
富山労働局 076-432-2740 076-432-3959 〒930-8509 富山市神通本町１－５－５　富山労働総合庁舎５階
石川労働局 076-265-4429 076-221-3087 〒920-0024 金沢市西念３丁目４番１号　金沢駅西合同庁舎６階
福井労働局 0776-22-3947 0776-22-4920 〒910-8559 福井市春山１丁目１－54　福井春山合同庁舎９階
山梨労働局 055-225-2851 055-225-2787 〒400-8577 甲府市丸の内１丁目１－11　４階
長野労働局 026-227-0125 026-227-0126 〒380-8572 長野市中御所１－22－１　長野労働総合庁舎２階
岐阜労働局 058-245-1550 058-245-7055 〒500-8723 岐阜市金竜町５丁目13番地　岐阜合同庁舎４階
静岡労働局 054-252-5310 054-252-8216 〒420-8639 静岡市葵区追手町９－50　静岡地方合同庁舎５階
愛知労働局☆ 052-857-0312 052-857-0400 〒460-8507 名古屋市中区三の丸２－５－１　名古屋合同庁舎第２号館２階
三重労働局 059-226-2318 059-228-2785 〒514-8524 津市島崎町327番２　津第２地方合同庁舎2階
滋賀労働局 077-523-1190 077-527-3277 〒520-0806 大津市打出浜14番15号滋賀労働総合庁舎４階
京都労働局 075-241-3212 075-241-3222 〒604-0846 京都市中京区両替町通御池上ル金吹町４５１　１階
大阪労働局☆ 06-6941-8940 06-6949-6486 〒540-8527 大阪市中央区大手前４－１－67　大阪合同庁舎第２号館８階
兵庫労働局☆ 078-367-0820 078-367-3854 〒650-0044 神戸市中央区東川崎町１－１－３　神戸クリスタルタワー15階
奈良労働局 0742-32-0210 0742-32-0214 〒630-8570 奈良市法蓮町387番地　奈良第三地方合同庁舎２階
和歌山労働局 073-488-1170 073-475-0114 〒640-8581 和歌山市黒田二丁目３－３　和歌山労働総合庁舎４階
鳥取労働局 0857-29-1709 0857-29-4142 〒680-8522 鳥取市富安２丁目89－９　２階
島根労働局 0852-31-1161 0852-31-1505 〒690-0841 松江市向島町134－10　松江地方合同庁舎５階
岡山労働局 086-225-2017 086-224-7693 〒700-8611 岡山市北区下石井１－４－１　岡山第２合同庁舎３階
広島労働局 082-221-9247 082-221-2356 〒730-8538 広島市中区上八丁堀６番30号　広島合同庁舎第２号館５階
山口労働局 083-995-0390 083-995-0389 〒753-8510 山口市中河原町６－16　山口地方合同庁舎２号館５階
徳島労働局 088-652-2718 088-652-2751 〒770-0851 徳島市徳島町城内６番地６　徳島地方合同庁舎４階
香川労働局 087-811-8924 087-811-8935 〒760-0019 高松市サンポート３番33号　高松サンポート合同庁舎２階
愛媛労働局 089-935-5222 089-935-5210 〒790-8538 松山市若草町４番地３　松山若草合同庁舎６階 
高知労働局 088-885-6041 088-885-6042 〒780-8548 高知市南金田１番39号　４階
福岡労働局☆ 092-411-4894 092-411-4895 〒812-0013 福岡市博多区博多駅東２丁目11番１号　福岡合同庁舎新館４階
佐賀労働局 0952-32-7167 0952-32-7159 〒840-0801 佐賀市駅前中央３丁目３番２０号　佐賀第２合同庁舎３階
長崎労働局 095-801-0050 095-801-0051 〒850-0033 長崎市万才町７－１　住友生命長崎ビル３階
熊本労働局 096-352-3865 096-352-3876 〒860-8514 熊本市西区春日２－10－１　熊本地方合同庁舎Ａ棟９階
大分労働局 097-532-4025 097-573-8666 〒870-0037 大分市東春日町17番20号　大分第２ソフィアプラザビル３階
宮崎労働局 0985-38-8821 0985-38-5028 〒880-0805 宮崎市橘通東３丁目１番22号　宮崎合同庁舎４階
鹿児島労働局 099-223-8239 099-223-8235 〒892-8535 鹿児島市山下町13番21号　鹿児島合同庁舎２階 　　　　　　　　
沖縄労働局 098-868-4380 098-869-7914 〒900-0006 那覇市おもろまち２－１－１　那覇第２地方合同庁舎１号館３階

Ⅳ 都道府県労働局　雇用環境・均等部（室）所在地一覧
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平成2９年度パートタイム労働者活躍推進事業

キャリアアップ支援検討委員会　委員名簿

氏名
（敬称略・五十音順） 所属（平成３０年３月末現在）

委員会座長 藤村 博之 法政大学経営大学院
イノベーション・マネジメント研究科　教授

委　員

佐々木 文仁 株式会社AOKI 人事部
次長

佐藤 道子 パリテ社会保険労務士事務所
特定社会保険労務士

島貫 智行 一橋大学大学院
商学研究科　教授

三澤 直昭 株式会社千葉興業銀行 人事部 人事企画担当
上席調査役

事務局

みずほ情報総研株式会社　社会政策コンサルティング部

Ⅴ 委員名簿
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【厚生労働省委託事業】
●お問い合わせ先
厚生労働省　雇用環境・均等局　有期・短時間労働課
TEL　03-5253-1111（内線7868）

●企画・制作
　みずほ情報総研株式会社　社会政策コンサルティング部
　〒101-8443　東京都千代田区神田錦町2-3
　TEL　03-5281-5276

【著作権について】
　本マニュアルに関しての著作権は、厚生労働省が有しています。
　本マニュアルの内容については、転載・複製を行うことができます。
　転載・複製を行う場合は、出所を明記してください。
　なお、商用目的で転載・複製を行う場合は、あらかじめ厚生労働省　雇用環境・均等局　有期・短時
間労働課（03-5253-1111＜内線7868＞）までご相談ください。

【免責事項】
　本マニュアルの掲載情報の正確性については万全を期しておりますが、厚生労働省は、利用者が本紙
の情報を用いて行う一切の行為について何ら責任を負うものではありません。

平成30年3月作成
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